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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

営業収入 (百万円) 30,107 30,718 31,878 32,341 29,915

経常利益 (百万円) 776 521 534 922 822

当期純利益

（△は純損失）
(百万円) 447 343 △1,407 358 379

純資産額 (百万円) 22,426 21,714 17,993 17,009 17,209

総資産額 (百万円) 50,274 49,007 43,567 42,701 42,632

１株当たり純資産額 (円) 290.51 281.19 233.07 220.38 222.91

１株当たり当期純利

益（△は純損失）
(円) 5.76 4.45 △18.25 4.65 4.92

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 44.6 44.3 41.3 39.8 40.3

自己資本利益率 (％) 2.1 1.6 △7.1 2.1 2.2

株価収益率 (倍) 50.69 56.22 － 29.24 32.30

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 2,127 3,444 2,297 2,158 2,183

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △4,262 △2,420 △1,472 △2,469 △1,361

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 2,052 △1,049 △669 490 △773

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 1,192 1,167 1,331 1,493 1,539

従業員数

（外、平均臨時雇用

者数）

(人)
559

(65)

561

(50)

670

(34)

686

(45)

671

(63)

　（注）１．営業収入には、消費税等は含まれていない。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載していない。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

営業収入 (百万円) 26,494 25,958 26,163 26,396 24,998

経常利益 (百万円) 792 863 751 1,088 817

当期純利益

（△は純損失）
(百万円) 464 232 △1,244 340 273

資本金 (百万円) 8,260 8,260 8,260 8,260 8,260

発行済株式総数 (千株) 82,626 82,626 82,626 77,400 77,400

純資産額 (百万円) 21,745 20,905 17,399 16,393 16,477

総資産額 (百万円) 48,507 47,082 41,659 40,929 40,832

１株当たり純資産額 (円) 281.02 270.32 225.08 212.11 213.20

１株当たり配当額

（内１株当たり中間

配当額）

(円)
5.00

(2.50)

5.00

(2.50)

5.00

(2.50)

5.00

(2.50)

5.00

(2.50)

１株当たり当期純利

益（△は純損失）
(円) 5.97 3.00 △16.10 4.40 3.54

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 44.8 44.4 41.8 40.1 40.4

自己資本利益率 (％) 2.2 1.1 △6.5 2.0 1.7

株価収益率 (倍) 48.90 83.26 － 30.88 44.92

配当性向 (％) 83.7 166.5 － 113.5 141.3

従業員数

（外、平均臨時雇用

者数）

(人)
293

(38)

300

(24)

296

(16)

291

(12)

295

(11)

　（注）１．営業収入には、消費税等は含まれていない。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載していない。
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２【沿革】

昭和４年５月 当社の前身である「日満倉庫株式会社」設立

昭和15年１月 当社設立（株式会社大東園、その後東洋埠頭商事株式会社と改称）

昭和20年 終戦後、日満倉庫㈱の親会社である南満洲鉄道株式会社が閉鎖機関に指定される

昭和21年５月 「東洋埠頭商事株式会社」が、日満倉庫㈱の全施設を賃借し全従業員を引継ぐ

昭和22年５月 社名を「東洋埠頭株式会社」と改称

昭和23年７月 閉鎖機関整理委員会の譲渡承認により、日満倉庫㈱の全資産が当社に包括譲渡される

 同時に大阪、新潟、博多に支店開設

昭和23年９月 東永運輸㈱設立

昭和24年２月 川崎支店開設

昭和24年５月 東京証券取引所に株式を上場

昭和25年９月 豊洲支店開設

昭和33年12月東京支店開設

昭和35年２月 第一陸運㈱設立

昭和46年10月鹿島営業所開設（昭和48年支店に昇格）

昭和47年９月 東洋埠頭作業㈱設立（平成４年鹿島東洋埠頭㈱に社名変更）

昭和54年９月 ㈱東洋埠頭配送センター設立（平成３年東洋埠頭陸運㈱に社名変更、平成17年東京東洋埠頭㈱に社

名変更）

昭和58年６月 常盤運送㈱の株式を取得、子会社とする。（昭和60年志布志東洋埠頭㈱に社名変更）

昭和58年７月 新潟支店閉鎖

昭和61年７月 志布志事業所（鹿児島）開設（平成２年支店に昇格）

平成２年10月 東扇島事業所開設（平成10年支店に昇格）

平成５年７月 ジューロ航空㈱の株式を取得、子会社とする（平成６年㈱東洋トランスに社名変更）

平成11年10月第一陸運㈱解散

平成15年１月 大井事業所開設

ＯＯＯ東洋トランス（モスクワ）設立

平成17年７月 ㈱東洋埠頭青果センター（大阪）設立

平成17年８月 ＯＯＯＴＢ東洋トランス（モスクワ）設立
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、東洋埠頭株式会社（当社）の営む物流事業（倉庫業、港湾運送業、自

動車運送業、国際運送取扱業等）を中心として、物流事業及びその関連業務を行なっている。

　当社グループの主な事業内容は次のとおりである。

　なお、次の３部門及び５業務については、当社は事業の種類別セグメント情報に該当する事項がないため業務の内容

等による部門別の記載を行なっている。

　当社グループの事業活動は、バラ貨物用の大型港湾荷役機械施設を中心として港湾運送業及びその関連業務を行な

う埠頭部門、国内の主要港湾等に設置された当社グループ（当社及び連結子会社）の倉庫施設を中心として倉庫業及

び港湾運送業・自動車運送業等の関連業務を行なう倉庫部門、並びにこれらの施設に直接関連を持たない自動車運送

業、国際運送取扱業、工場等の構内作業、物流関連施設の賃貸等からなるその他部門に大別される。当社グループ（当

社及び当社の関係会社）の営む各業務及び施設は有機的に連携し、大型港湾荷役機械施設を用いて陸揚したバラ貨物

の入庫・保管・出庫業務をサイロ等の倉庫施設で行なうなど、一貫した物流サービスを顧客に提供している。

　各関係会社等の各部門における位置付けは、次のとおりである。

(1）埠頭部門

　当社は港湾運送業務のうち荷役作業等の一部を鹿島東洋埠頭㈱、志布志東洋埠頭㈱に委託している。なお、東光

ターミナル㈱は倉庫業を行なっており、当社は同社から港湾荷役作業等を請負っている。

(2）倉庫部門

　当社は倉庫業務の一部を㈱オーエスティ物流に委託している。また、倉庫業務のうち入出庫作業等の一部を鹿島東

洋埠頭㈱、東京東洋埠頭㈱、㈱ティーエフ大阪等に、港湾運送業務のうち荷役作業等の一部を㈱ティーエフ大阪、志

布志東洋埠頭㈱に、自動車運送業務の一部を志布志東洋埠頭㈱等に委託している。なお、㈱東洋埠頭青果センター、

志布志東洋埠頭㈱は倉庫業を行なっており、当社は倉庫施設を賃貸している。

(3）その他部門

　当社は自動車運送業務の一部を㈱オーエスティ物流等に委託している。東永運輸㈱は自動車運送業を、㈱東洋トラ

ンスは国際運送取扱業（当社の委託分を含む。）を行なっており、ＯＯＯ東洋トランス、上海青旅東洋物流有限公司

等は当社グループの国際物流システムの一部を構成している。また、新潟東洋埠頭㈱は倉庫業、自動車運送業等を行

なっており、当社は同社に倉庫施設を賃貸している。

　なお、坂出東洋埠頭㈱は倉庫業、港湾運送業、自動車運送業等を行なっている。

　当社グループの行なっている物流事業を構成する各業務の具体的内容は、次のとおりである。

(1）倉庫業

　荷主から寄託された貨物を保管し、貨物の入出庫作業及びこれらに付随する作業を行なう業務である。

(2）港湾運送業

　荷主又は船舶運航事業者の委託を受け、港湾において貨物の船舶への積卸し作業を行なうほか、はしけによる運

送、上屋等への搬出入作業及び保管等を行なう業務である。

(3）自動車運送業

　貨物自動車運送業及び荷主に代わってその取扱・取次を行なう業務である。

(4）国際運送取扱業

　国際間に物流システムを整備し、陸・海・空の各種輸送手段の有機的結合を図り、荷主の委託を受けて国際間の貨

物運送の取扱（国外における貨物保管施設の提供を含む。）を行なう業務である。

(5）その他の業務

　物流関連施設の賃貸、工場等の構内作業のほか、通関業、船舶代理店業、保険代理店業等の上記各業務に関連する業

務である。
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　事業の系統図は次のとおりである。

　（注）１．矢印は役務の流れを示している。

２．○印は持分法適用会社（５社）である。
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４【関係会社の状況】

会社名 住所
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

役員の兼任等 資金援助等 営業上の取引
設備の
賃貸借

（連結子会社）               

㈱東洋埠頭青果セ

ンター

大阪府大阪市

此花区
100

港湾運送業

倉庫業
100.0 あり

当社は同社に

対し、運転資金

を貸付けてい

る。

当社の自動車

運送、貨物の荷

役を請負って

いる。

倉庫

事務所の

賃貸

㈱東洋トランス
東京都千代田

区
100

航空貨物代理

店業

国際複合一貫

輸送業

100.0 〃 〃

当社の航空運

送及び国際複

合一貫輸送を

請負っている。

なし

東京東洋埠頭㈱ 東京都中央区 50
一般貨物荷役

業
100.0 〃 〃

当社の荷役を

請負っている。

事務所

の賃貸

鹿島東洋埠頭㈱ 茨城県神栖市 30

港湾運送業

一般貨物荷役

業

75.5 〃

当社は同社よ

り、運転資金を

借入れている。

当社の港湾荷

役及び倉庫荷

役を請負って

いる。

事務所

荷役機械

の賃貸

志布志東洋埠頭㈱
鹿児島県志布

志市
20

港湾運送業

自動車運送業

倉庫業

一般貨物荷役

業

90.0 〃

当社は同社に

対し、運転資金

の貸付及び借

入を行なって

いる。

当社の自動車

運送、貨物の保

管・荷役を請

負っている。

倉庫

事務所

荷役機械

の賃貸

東永運輸㈱
大阪府大阪市

此花区
20 自動車運送業 100.0 〃

当社は同社に

対し、運転資金

を貸付けてい

る。

当社の自動車

運送を請負っ

ている。

事務所

の賃貸

土地の賃

貸借

ＯＯＯ東洋トラン

ス

ロシア

モスクワ

1,000

(万ルーブル)

倉庫業

国際複合一貫

輸送業

100.0

(100.0)
なし なし なし なし

ＯＯＯＴＢ東洋ト

ランス

ロシア

モスクワ

145

(万ルーブル)
通関業

100.0

(100.0)
〃 〃 〃 〃

（持分法適用非連

結子会社）
              

新潟東洋埠頭㈱
新潟県新潟市

中央区
20

港湾運送業

倉庫業

自動車運送業

40.0 あり

当社は同社に

対し、運転資金

を貸付けてい

る。

〃

倉庫

事務所

土地の賃

貸

（持分法適用関連

会社）
              

坂出東洋埠頭㈱ 香川県坂出市 100

港湾運送業

倉庫業

自動車運送業

46.5 〃 なし

当社は同社の

集荷活動の一

部を請負って

いる。

なし

東光ターミナル㈱
神奈川県川崎

市川崎区
247倉庫業 37.0 〃 〃

当社は同社の

港湾荷役及び

倉庫荷役を請

負っている。

土地の賃

貸

㈱オーエスティ物

流

大阪府大阪市

此花区
30

自動車運送業

倉庫業
49.0 〃

当社は同社に

対し、運転資金

を貸付けてい

る。

当社の自動車

運送、貨物の保

管・荷役を委

託している。

なし

上海青旅東洋物流

有限公司
中国上海

2,070

(千元)
倉庫業

40.0

(40.0)
〃 なし なし 〃

　（注）１．上記の子会社で特定子会社に該当するものはない。

２．上記の子会社で有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はない。

３．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数である。

EDINET提出書類

東洋埠頭株式会社(E04321)

有価証券報告書

 7/91



５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

事業の名称 従業員数（人）

総合物流業 606(62)

全社的管理業務等 65 (1)

合計 671(63)

　（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（　）外数で記載している。

２．当社グループ（当社及び連結子会社）は倉庫業、港湾運送業、自動車運送業、国際運送取扱業等を一貫して行

なう総合物流業者であり、従業員を特定の部門に区分することが困難であるため、部門別の記載は行なって

いない。

３．全社的管理業務等として、記載されている従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門等に所属してい

るものである。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

295  (11) 44.6 20.9 6,858,246

　（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（　）外数で記載している。

２．平均年間給与は、超過勤務手当及び賞与を含んでいる。

(3）労働組合の状況

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主たる労働組合は、東洋埠頭労働組合（昭和21年９月結成、所属組

合員数155名）、鹿島東洋埠頭労働組合（昭和62年６月結成、所属組合員数44名）が組織されており、全日本倉庫運

輸労働組合同盟に加盟しているほか、志布志東洋埠頭労働組合（平成４年12月結成、所属組合員数69名）が組織さ

れている。

　なお、特記すべき紛争事項はない。
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第２【事業の状況】
　当社グループ（当社及び連結子会社）の消費税等の会計処理は税抜方式によっているためこの項の営業収入等の記載

には消費税等は含まれていない。

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、アジア等海外経済の改善や政府の緊急経済対策の効果もあり、前年度の深

刻な状態は底を打ち、ようやく一部に景気回復の兆しも見えたが、その自律性は弱く、デフレの影響や雇用情勢の厳

しさが続き、低迷期を完全に脱するまでには至らなかった。

　当埠頭・倉庫業界においては、前年度と比較して入庫数量が期後半に持ち直し始めたものの、保管残高数量につい

ては、前年度を下回った。

　このように依然として厳しさが残る経営環境下にあったが、当社グループは、引き続き営業体制を強化して、新規

貨物の集荷などの営業拡大に努めるとともに、業務の一層の効率化、合理化を進め、諸経費を圧縮し業績の向上に努

めた。

　他方では、川崎支店に石炭の異物除去及び高積設備を新設・稼働させた他、博多支店・香椎物流センターの青果物

用加工施設の増改築（増築面積1,772㎡）を実施するなど、積極的な設備投資を行い、経営基盤の強化にも努めた。

また、東扇島支店の冷蔵倉庫内照明を省電力型のＬＥＤ照明に更新し、省エネルギー化による経費削減及び環境対

応への投資も実施した。

　しかしながら当連結会計年度は、厳しい経済環境の影響を受け、主力の倉庫業務で保管残高が低位に推移したこと

や港湾運送業務、国際物流業務なども低迷したことから減収となった。

　すなわち、当期の営業収入は、299億１千５百万円（前期比24億２千５百万円の減収）、経常利益は８億２千２百万

円（前期比９千９百万円の減益）であった。

　当期純利益は投資有価証券評価損など特別損失の減少もあり、３億７千９百万円（前期比２千万円の増益）と

なった。

　部門別概況は次のとおりである。

○埠頭部門

　経岸貨物量は、508万トン（前期537万トン）であった。

　雑穀類は、川崎・鹿島両地区での取扱いが減少したが、志布志地区で増加したため、前期（403万トン）を上回る

406万トンの取扱いとなった。

　石炭類は、景気低迷の影響を受け、川崎地区と豊洲地区で共に取扱いが減少したことから、前期（97万トン）を大

きく下回る76万トンの取扱いであった。鉱石類等その他貨物は、ソーダ灰の取扱いはやや増加したが、その他のシリ

カサンドや合金鉄、非鉄鉱石などの取扱いが減少し、前期（37万トン）を下回る26万トンの取扱いであった。

　当部門における営業収入は41億６千８百万円となり、前期比8.7％の減収となった。

○倉庫部門

　当部門の入出庫数量は、317万トン（前期344万トン）であった。

　平均保管残高は、数量で24万トン（同28万トン）、金額で422億円（同464億円）となった。

　一般貨物では、米・麦や豆類などの取扱いはやや増加したが、合成ゴム・樹脂、化学工業品などその他の貨物は全

般的に取扱いが減少した。

　輸入青果物は、ブームが落ち着いたバナナやシトラスは減少したが、パイナップルや野菜等その他の取扱いは増加

したことから、全体では増加した。

　冷蔵倉庫貨物の取扱いは10万トン（同12万トン）となった。

　当部門における営業収入は、200億２千７百万円となり、前期比3.9％の減収となった。

○その他部門

　当部門は、国際物流業務、施設賃貸業務、自動車運送業務、コンテナターミナル業務、工場構内作業などで構成され

ているが、全般的に前年度の実績を下回った。特に国際物流業務とコンテナターミナル業務が、大きく前年実績を下

回る結果となった。

　そのため当部門における営業収入は57億１千９百万円となり、前期比17.4％の減収となった。
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(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度の現金及び現金同等物の期末残高は、期首残高と比較し４千６百万円増加し、15億３千９百万円と

なった。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フローは、前期は還付であった法人税等が支払に転じたものの、前期発生した移転

費用の支出が今期は発生しなかったことなどで、前期に比べ２千５百万円増加し21億８千３百万円となった。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フローは、13億６千１百万円の純支出となった。固定資産の取得による支出が減少

したことや、貸付による支出の減少額が貸付金の回収による収入の減少額を上回ったことなどにより、前期に比

べ11億８百万円純支出が減少している。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フローは、７億７千３百万円の純支出となった。長期借入による収入が減少したこ

となどにより前期に比べ12億６千４百万円純支出が増加している。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、役務の提供を主体とする総合物流業者であり、生産、受注及び販売の実績

を区分して把握することは困難であるため、これに代えて部門別営業収入及び取扱数量を記載している。

(1）部門別営業収入

業務の名称
埠頭部門
（百万円）

倉庫部門
（百万円）

その他部門
（百万円）

合計
（百万円）

前年同期比
（％）

①　倉庫業 － 9,971 － 9,971 93.8

②　港湾運送業 3,707 2,585 758 7,051 95.9

③　自動車運送業 52 3,583 1,632 5,268 95.1

④　国際運送取扱業 － 171 1,736 1,908 65.2

⑤　その他の業務 409 3,715 1,591 5,716 97.1

合計 4,168 20,027 5,719 29,915 92.5

前年同期比（％） 91.3 96.1 82.6 92.5 －

(2）取扱数量

①　埠頭部門

港湾運送取扱数量（川崎、豊洲、鹿島、志布志）

作業別
前連結会計年度

（平成20年４月１日～21年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年４月１日～22年３月31日）

船内（千トン） 5,306 5,022

搬入         

本船揚（千トン） 1,144 925

艀揚（千トン） 26 22

車卸（千トン） 124 62

計（千トン） 1,295 1,010

搬出         

本船積（千トン） 432 334

艀積（千トン） 43 44

車積（千トン） 664 613

計（千トン） 1,139 993
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②　倉庫部門

(イ）倉庫入出庫残高及び回転率

項目
期首残高 入庫 出庫 期末残高

回転率（％）
（注）１

数量
(千トン)

金額
(百万円)

数量
(千トン)

金額
(百万円)

数量
(千トン)

金額
(百万円)

数量
(千トン)

金額
(百万円)

数量 金額

倉庫

前連結会計年度

(平成20年４月１日

～21年３月31日)

 

202

 

 

34,322

 

1,450232,9921,435228,170217 39,14461.6 50.7

当連結会計年度

(平成21年４月１日

～22年３月31日)

 

217

 

 

39,144

 

1,319238,9491,344239,937192 38,15658.1 50.3

サイロ

前連結会計年度

(平成20年４月１日

～21年３月31日)

46 1,781 288 8,452 274 8,026 59 2,20733.7 29.2

当連結会計年度

(平成21年４月１日

～22年３月31日)

59 2,207 254 6,989 257 7,541 56 1,65543.5 41.4

　（注）　貨物回転率は貨物荷動きの状況を示すものであって、下記の算式によって算定される。

回転率＝
年間入出庫高

×100
前月末残高及び当月末残高の年間累計

　

(ロ）倉庫品目別保管残高

品目

前連結会計年度
（平成21年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成22年３月31日現在）

数量 金額 数量 金額
千トン 比率(％) 百万円 比率(％) 千トン 比率(％) 百万円 比率(％)

倉庫                                 

農水産品 66 30.6 7,63619.5 67 34.9 9,05323.7

金属 6 2.9 3,772 9.6 4 2.2 1,250 3.3

その他の化学工業品 46 21.513,64234.9 35 18.514,44737.9

紙・パルプ 32 15.0 6,33916.2 32 16.8 6,28716.5

食料工業品 6 3.2 1,613 4.1 6 3.2 1,725 4.5

雑工業品 2 1.2 852 2.2 1 0.9 551 1.4

雑品 55 25.6 5,28813.5 45 23.5 4,84112.7

計 217 100.039,144100.0 192 100.038,156100.0

サイロ                                 

農水産品 52 87.1 1,93887.8 51 90.8 1,52692.2

雑品 7 12.9 268 12.2 5 9.2 129 7.8

計 59 100.02,207100.0 56 100.01,655100.0
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(ハ）港湾運送取扱数量（東京、大井、川崎、東扇島、大阪、博多、鹿島、志布志）

作業別
前連結会計年度

（平成20年４月１日～21年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年４月１日～22年３月31日）

本船揚積（千トン） 872 831

③　自動車運送業

扱別
前連結会計年度

（平成20年４月１日～21年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年４月１日～22年３月31日）

輸送数量（千トン） 1,562 1,664

④　国際運送取扱業

扱別
前連結会計年度

（平成20年４月１日～21年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年４月１日～22年３月31日）

輸送取扱数量（千トン） 71 35

３【対処すべき課題】

　平成22年度のわが国経済は、先行きについては当面、雇用情勢に厳しさが残るものの、輸出が緩やかに増加している

ことや企業収益に改善傾向が見られることから、景気の持ち直しが期待されている。一方、デフレの影響や海外景気の

下振懸念など不安要因も残り、企業の設備投資や公共投資も弱含んでいることなどから、未だ予断を許さない状況が

続くと思われる。

　埠頭・倉庫を含めた物流業界においても、昨今の不況の影響を受けて、国内の物量は回復しておらず、当面厳しい経

営環境が続くものと予想される。さらに、社会的要請や荷主企業などから、CO2削減といった環境問題やコンプライア

ンス等の対応力が今以上に求められていく。

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、このような環境下、次の諸点を重要課題として取り組み、業績の向上を目

指す。

(1）営業力の強化

　埠頭・倉庫業界は、産業界の物流経費圧縮策の影響や規制緩和などにより、新規参入者や同業者間の競争が激化

している。当社グループは人材の育成、組織の改編、意識の改革などを通じて営業力の強化を図り、新規事業への

挑戦に総力を挙げて取り組む。

(2）諸経費の圧縮

　業務の効率化を強力に推進し、生産性を高めるとともに、作業経費や人件費など諸経費の圧縮を図り、利益率の

向上を目指す。加えて低コストで顧客の求めるサービスに対応できる体質を構築し、競争力を向上させる。

(3）情報技術の開発

　高度化、多様化する物流ニーズに対応し、顧客サービスの充実と業容拡大のため情報処理の品質向上に努める。

(4）グループ経営の強化

　グループ各社の業務の効率化を進めるとともに、グループ会社を積極的に育成、活用し、各社の連携を強化し、グ

ループ全体の業務遂行能力を高めて業績の向上を図る。

(5）安全の確保

　当社グループでは、人命尊重、安全の確保に重点を置き、「全社ゼロ災推進本部」「支店ゼロ災推進本部」を設

置し、ゼロ災活動を強化する。

(6）施設の保全

　経営基盤の安定化を図るため、川崎支店の私有岸壁の耐震化工事を計画的に実施するなど、施設の保全に努め

る。

(7）青果物事業の収益向上

　取扱拠点を広げ当該事業の比重を高めたので、営業力を一層強化して更なる高品質のサービスを提供し、収益向

上に努める。

(8）国際物流業務の拡充

　今後更に当該事業を拡充すべく、海外拠点を整備し営業拡大を図る。

(9）環境負荷削減の推進

　地球環境問題の重要性を認識し、環境調和型の物流システムを実現するために、物流効率化を通じて、CO2排出量

削減等の環境負荷低減に積極的に取り組む。 
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがある。

　なお、将来に関する事項については、当連結会計年度末（平成22年３月31日）現在において当社グループ（当社及び

連結子会社）が判断したものである。

①　事業環境の変動

　当社グループの主たる事業は埠頭業、倉庫業を中心とした総合物流事業である。経営基盤の安定、拡充を図るため、

適時適切な設備投資を行ない、且つ経営の多角化を図っているが、景気変動、ＩＴ技術等の進展による物流の変化、

また、荷主企業の物流合理化に伴う競争の激化などにより、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす

可能性がある。

②　物流施設の災害による被災

　当社グループの主たる事業においては、物流施設が重要な資産である。これらの施設は、東京、神奈川、大阪、福岡、

茨城及び鹿児島などに立地している。これらの地域で大規模災害が発生した場合は当社グループの物流施設に甚大

な被害が発生し、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。

③　資金調達及び金利変動

　当社グループは必要資金を主に金融機関からの借入れにより調達している。現在当社グループは設備投資資金の

調達や運転資金等の借換えに支障をきたす状況にはなく、借入金利も安定した状況にあるが、予想外の社会・経済

変動により金融市場が逼迫し、資金の調達、金利面に急激な変化が生じた場合は、当社グループの財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性がある。

④　株価の変動

　当社グループの保有する時価のある株式は当期末現在、取得原価で32億８千３百万円、貸借対照表計上額（時価）

で34億２千２百万円で、評価差額は１億３千９百万円の評価益となっており、今後の経済情勢または発行会社の経

営状態の急激な変動等による株価の大幅な下落が生じた場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性がある。

⑤　顧客等に対する信用リスク

　当社グループは、顧客及び関係先に対して営業未収金・貸付金等の債権を保有すること等により信用を供与して

いる。この債権の回収については最大の注意を払い、必要に応じて督促・貨物の留置などの対策を講じているが、主

要な顧客及び関係先が財務上の問題に直面した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

がある。

⑥　固定資産の減損

　当社グループは建物及び土地をはじめとする多額の固定資産を保有しており、今後の経済変動等による固定資産

の時価下落及び資産グループの収益力の低下等に伴い減損損失が発生する可能性がある。

⑦　繰延税金資産

　当社グループの当期末における繰延税金資産の計上額は評価性引当額（回収可能性がないと判断されたもの）を

除き、14億４千３百万円に上っている。今後、グループ各社の将来所得の発生見込額の減少等に伴い、多額の評価性

引当額が発生する可能性がある。

⑧　退職給付債務

　当社は平成19年４月から退職一時金の一部を確定拠出年金に移行したが、その他の退職給付債務については、割引

率、昇給率等の見積もり数値を用いて計算されており、その変動に伴い変動する。

　また、当社グループは退職給付信託を設定しており、その信託財産は主に信託設定時に当社が拠出した株式により

占められている。このため、想定外の株価変動により発生する数理計算上の差異の費用処理等が発生した場合、当社

グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。

⑨　投資の減損等

　当社グループの保有する時価のない有価証券の当期末における貸借対照表計上額は６億２千４百万円であり、こ

れらは発行会社の財政状態の悪化による実質価値の著しい低下に伴い減損処理の対象となる可能性がある。

　また、当社グループの保有する非連結子会社及び関連会社株式の当期末における貸借対照表計上額は９億８千３

百万円である。これらの株式の帳簿価額は当該子会社及び関連会社の経営成績または財政状態の悪化に伴い減額の

対象となる可能性がある。
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５【経営上の重要な契約等】

　該当事項なし。

６【研究開発活動】

　該当事項なし。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末日（平成22年３月31日）現在において当社グループ（当社及

び連結子会社）が判断したものである。

(1）会計処理の方法及び見積もり

①　投資の減損

　当社グループは、長期的な資金の運用または長期的な取引関係の維持等のために、金融機関を含む取引先の株式

等に対する投資を行っている。これらの投資には時価のある価格変動性の高い上場会社の株式と、時価の決定が

困難な非上場会社の株式等が含まれており、当社グループはこれらの株式等の投資価値の低下が一時的でないも

のと判断した場合に減損処理を行なうこととしている。当連結会計年度において計上した減損処理額は３千８百

万円であり、当連結会計年度末において保有する上場会社の株式に係る未実現損失の額は６億８百万円である。

②　固定資産の減価償却等

　当社グループの主な事業である埠頭業・倉庫業は施設に多額の投資を行なう必要があり、有形固定資産及び無

形固定資産の当連結会計年度末における帳簿価額は287億８千２百万円で総資産額の67.5％、営業収入の額の

96.2％に相当している。当社グループは、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）を除く

有形固定資産の減価償却方法について定率法を採用し、投資資金の早期回収を図っている。当連結会計年度にお

ける減価償却費の計上額は19億９百万円であり、これは減価償却の対象となる固定資産の当連結会計年度末にお

ける帳簿価額の9.9％に相当している。

③　退職給付引当金

　当社グループは、退職給付費用及び債務の計算の前提となる割引率を、従業員の平均残存勤務期間に相当するＡ

Ａ格以上の普通社債の連結会計年度末における市場利回りを勘案して設定している。当連結会計年度において設

定した割引率は、2.2％から2.5％である。

　当社グループの数理計算上の差異の主な発生原因は、退職給付信託の設定に伴い当社が拠出した株式の想定外

の価格変動及び割引率の変更によるものであり、その処理方法は発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（15年）による定額法によっている。当連結会計年度末における数理計算上の差異の未認識額は５億５千

４百万円（借方残高）である。

　制度移行に伴う過去勤務債務の処理方法は、数理計算上の差異の処理方法に準じて、発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法によることとしている。当連結会計年度末における過去勤務債

務の未認識額は５千４百万円（貸方残高）である。

④　繰延税金資産

　当社グループの税効果会計の適用に際しては、グループ各社の所得の過去の発生状況及び将来の発生見込に基

づくスケジューリングの結果等を勘案して繰延税金資産の回収可能性の判定を行っている。当社グループにおい

ては、スケジューリング不能のもの、回収に長期間を要するもの（退職給付引当金に係るもの等長期性のものを

除く）、所得の発生見込みに不確実性の存する一部の連結子会社に係るものを除き回収可能であると判断してい

る。
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(2）財政状態

①　資本構成

　当社グループの当連結会計年度末における資本構成は評価・換算差額を含めた自己資本が171億８千７百万円

（前連結会計年度末対比１億９千４百万円の増加）で総資産に対する比率は40.3％、借入金が185億３千８百万

円（前連結会計年度末対比３億５千４百万円の減少）同43.5％となっており、前連結会計年度末と比較して自己

資本比率が0.5ポイント上昇し、借入金の比率は0.7ポイント減少している。自己資本の増加は、主に当社の保有す

る時価のある株式の価格の上昇に伴いその他有価証券評価差額金が２億１百万円増加したことによるものであ

る。一方、投資有価証券が増加したことなどにより固定資産が２億１千９百万円増加したものの、現金及び預金が

減少したことなどにより流動資産が２億８千７百万円減少し、総資産は６千８百万円減少し426億３千２百万円

となった。

②　キャッシュ・フロー

　当社グループの当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、前期は還付であった法人税等

が支払に転じたものの、前期発生した移転費用の支出が今期は発生しなかったことなどで、前期に比べ２千５百

万円増加し21億８千３百万円となった。なお当連結会計年度における投資活動・財務活動によるキャッシュ・フ

ローの概要については［業績等の概要］の「(2）キャッシュ・フロー」に記載している。

③　財務政策

　当社グループは現在、運転資金及び設備資金を内部資金及び借入により調達している。運転資金の借入について

は、当社が一括して金融機関等から短期借入により調達し、関係会社の資金需要に応じて貸し付ける方法をとっ

ている。設備資金についても金融機関から主に長期固定金利の借入（変動金利による借入を金利スワップにより

実質固定金利に変換する場合を含む）により調達している。

(3）経営成績

①　概況

　当連結会計年度における経営成績の概要については［業績等の概要］の(1）「業績」に記載している。

②　営業収入

　当連結会計年度における営業収入は、埠頭部門は石炭などの取扱いが減少したことなどで8.7％の減収、倉庫部

門はバナナやシトラスの取り扱いが減少したことなどで3.9％の減収、その他部門はコンテナターミナル業務と

国際物流業務が大幅に減少したことなどで17.4％の減収となり、299億１千５百万円（前連結会計年度対比24億

２千５百万円の減収）となった。なお部門別営業収入の概要については［業績等の概要］の(1）「業績」に記載

している。

③　営業原価

　当連結会計年度における営業原価は、作業費や運送費の減少などにより272億８千９百万円（前連結会計年度対

比17億７千１百万円の減少）となった。この結果、営業原価の営業収入に対する比率は91.2％となり、前連結会計

年度の89.9％と比較して1.3ポイント低下した。

④　販売費及び一般管理費

　当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、人件費などの減少により17億３千３百万円（前連結会計年

度対比５億１百万円の減少）となった。

⑤　営業外損益

　当連結会計年度における営業外収益は、持分法による投資利益を計上したことなどで３億４千５百万円（前連

結会計年度対比１千７百万円の増加）となった。

　営業外費用は持分法による投資損失の計上がなかったことなどで４億１千４百万円（前連結会計年度対比３千

６百万円の減少）となった。

　金融収支は前連結会計年度より２千６百万円悪化し、２億８千万円の赤字となった。

⑥　特別損益

　当連結会計年度において、固定資産の売却益１千２百万円を特別利益に計上した。一方、設備の更新等に伴う固

定資産の除却・撤去費など４千１百万円、時価の下落などによる投資有価証券評価損３千８百万円を特別損失に

計上している。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、得意先の満足度の高い物流サービスを提供するとともに、長期的な観点か

ら新規事業への進出、既存施設の再開発等を計るため、当連結会計年度において18億５千３百万円（金額には消費税

等を含まない。）の設備投資を実施した。その内訳は、次のとおりである。

埠頭部門 843百万円

倉庫部門 884百万円

その他部門 59百万円

全社的営業・管理業務等 65百万円

　以上のうち当連結会計年度中に取得・完成した主なものは、提出会社川崎支店における石炭の異物除去及び高積設

備（埠頭部門）、提出会社博多支店における青果物用加工施設の増改築（倉庫部門）である。　

　また、所要資金は自己資金及び金融機関からの借入金によっている。
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２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりである。

(1）提出会社

事業所名
（所在地）

部門名 設備の内容

帳簿価額（百万円）
土地面積
（㎡）

従業
員数
(人)

建物及
び構築
物

機械及
び装置

船舶及
び車両
運搬具

土地
リース
資産

その他 合計

本社

(東京都中央区他)

全体的営業・

管理業務等

普通倉庫・

事務所・

社宅等 

487 26 0 625 22 4 1,167

25,292

(6,503)

<5,160>

65

東京支店

(東京都中央区他)
倉庫

普通倉庫・

上屋
1,343 14 5 470 8 11 1,854

26,846

(14,425)
34

川崎支店

(神奈川県川崎市川崎区)
埠頭・倉庫

バラ物埠頭

設備

穀物サイロ

普通倉庫及び

大豆撰別設備

青果物倉庫・

桟橋及び青果

物流通加工施

設

5,3552,203 1 94 16 28 7,699
166,276

<39,445>
89

大井事業所

(東京都大田区)
倉庫 普通倉庫 2,118458 0 － 14 12 2,603

－

(13,841)
11

東扇島支店

(神奈川県川崎市川崎区

他)

倉庫
普通倉庫・

冷蔵倉庫
2,185104 1 2,328 7 5 4,633

25,111

(1,442)
36

大阪支店

(大阪府大阪市此花区他)
倉庫・その他

上屋・桟橋・

野積倉庫・

普通倉庫・

青果物倉庫・

液体化学品貯

蔵タンク等

1,402271 1 1,068 4 2 2,750

13,460

(68,192)

<1,564>

23

博多支店

(福岡県福岡市博多区他)
倉庫

普通倉庫・ 
輸入青果物

配送センター

1,466 82 0 1,662 3 7 3,222

13,524

(13,447)

<1,381>

13

鹿島支店

(茨城県神栖市他)
倉庫

普通倉庫・

冷蔵倉庫・

大豆撰別設備

803 107 － 1,685 4 3 2,604
79,154

(20,000)
14

志布志支店

(鹿児島県志布志市)
倉庫・その他

普通倉庫・

コンテナ荷捌

用設備

398 28 － 246 4 0 67825,672 6

　（注）１．土地面積の(　)内面積は外数で借用分を示し、<　>内は内数で賃貸分を示している。

２．上記のうち、大阪支店の青果物倉庫は㈱東洋埠頭青果センターに、志布志支店の普通倉庫、コンテナ荷捌用設

備は志布志東洋埠頭㈱にそれぞれ賃貸している。

３．上記以外の主なものとして、事務機器、ソフトウェア、車両等の一部をリース（賃借）している。（年間リー

ス料60百万円、リース契約期間は主に５年。）

４．その他の有形固定資産には建設仮勘定は含まれていない。
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(2）国内連結子会社

 平成22年３月31日現在

会社名
（所在地）

部門名 設備の内容

帳簿価額（百万円）
土地面積
（㎡）

従業
員数
(人)

建物及
び構築
物

機械及
び装置

船舶及
び車両
運搬具

土地
リース
資産 

その他 合計

㈱東洋埠頭青果センター

(大阪府大阪市此花区他)
倉庫

上屋・青果物

倉庫
0 0 － － － 0 0

－

(12,671)
29

鹿島東洋埠頭㈱

(茨城県神栖市他)
埠頭・倉庫

荷役用機械車

両等
0 17 45 － － 1 65 － 70

志布志東洋埠頭㈱

(鹿児島県志布志市他)

埠頭・倉庫・

その他

普通倉庫・運

送用車両・荷

役用機械車両

等

63 37 32 78 － 0 212
2,077

(6,941)
112

東永運輸㈱

(大阪府大阪市此花区他)
その他 運送用車両等 0 － 29 6 － 0 36 360 30

　（注）１．土地面積の(　)内面積は外数で借用分を示している。

２．その他の有形固定資産には、建設仮勘定は含まれていない。

(3）在外連結子会社

　該当事項なし。
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３【主要な設備能力】

(1）提出会社の主要設備能力

①主な倉庫業用設備

事業所名

普通倉庫 サイロ 冷蔵倉庫 野積倉庫
所有庫
（うち定温
庫）（㎡）

借庫
（うち定温
庫）（㎡）

合計
（うち定温
庫）（㎡）

所有庫
（㎥）

所有庫
（㎥）

所有庫
（㎡）

東京支店
40,383

(6,748)

28,483

(15,777)

68,866

(22,525)
－ － －

川崎支店
25,629

(2,585)
－

25,629

(2,585)
236,967－ －

＜うち青果物倉庫＞ <22,000>     <22,000>             

大井事業所
21,654

(15,648)
－

21,654

(15,648)
－ － －

東扇島支店
35,509

(2,627)
5,235

40,744

(2,627)
－ 63,317 －

東扇島支店　大黒埠頭営業所 4,184 － 4,184 － － －

大阪支店
30,556

(19,565)
－

30,556

(19,565)
－ － 2,138

大阪支店　東大阪営業所 －
9,736

(3,300)

9,736

(3,300)
－ － －

博多支店
10,244

(3,859)
－

10,244

(3,859)
－ － －

鹿島支店
10,711

(960)
－

10,711

(960)
－ 12,992 －

鹿島支店　神の池流通センター
10,916

(6,276)
－

10,916

(6,276)
312 － －

鹿島支店　常陸那珂営業所
6,327

(2,985)
－

6,327

(2,985)
－ － 2,145

志布志支店
9,574

(660)
－

9,574

(660)
－ － －

合計
205,687

(61,913)

43,454

(19,077)

249,141

(80,990)
237,27976,309 4,283

②主な港湾運送業用設備

事業所名 荷捌場（㎡） 荷役機械（荷役能力）
桟橋
（ｍ）

川崎支店
貯鉱場

22,841

バラ物用移動式橋型起重機４機

（毎時500トン×２機、800トン×２機）

コンテナ荷役用リーチスタッカー１台

656

志布志支店
コンテナヤード

4,813

コンテナ荷役用リーチスタッカー２台、トランスファークレー

ン１台
－
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③主な自動車運送業用設備

　該当事項なし。

④主な国際運送取扱業用設備

　該当事項なし。

(2）国内連結子会社の主要設備能力

会社名 設備の種類 関係業務の名称 設備能力

㈱東洋埠頭青果センター 倉庫・上屋 倉庫業・港湾運送業
借庫4,257㎡

上屋20,365㎡（大阪市より賃借）

鹿島東洋埠頭㈱ 荷役用機械・車両 倉庫業・港湾運送業

倉庫荷役用フォークリフト25台・

船内荷役用ショベルローダー等11機

曳船１隻

志布志東洋埠頭㈱

荷役用機械・車両 倉庫業・港湾運送業
倉庫荷役用フォークリフト25台・

船内荷役用ショベルローダー等19機

運送用車両 自動車運送業

運送用車両11台（積載トン数125トン）

トレーラー８台

シャーシ12本

倉庫 倉庫業 所有庫4,120㎡、借庫5,697㎡

東永運輸㈱ 運送用車両 自動車運送業

運送用車両30台（積載トン数289トン）

トレーラー７台

シャーシ７本（うちリース３本）

(3）在外連結子会社の主要設備能力

会社名 設備の種類 関係業務の名称 設備能力

ＯＯＯ東洋トランス 倉庫 国際運送取扱業 借庫6,246㎡

４【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度において、新たに確定した重要な設備の新設・除却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 258,300,000

計 258,300,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
(平成22年３月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成22年６月25日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 77,400,000 77,400,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は

1,000株であ

る。

計 77,400,000 77,400,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はない。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年８月１日

（注１）
－ 82,626,904 － 8,260 △2,000 4,276

平成20年９月30日

（注２）
△5,226,90477,400,000 － 8,260 － 4,276

　（注）１．会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振替えたものである。

２．会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却したものである。 

（６）【所有者別状況】

 平成22年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数 1,000株） 単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 37 25 105 34 － 6,387 6,588 －

所有株式数

（単元）
－ 30,959 304 11,587 1,489 － 32,67177,010390,000

所有株式数の

割合（％）
－ 40.20 0.40 15.05 1.93 － 42.42 100 －

　（注）１．自己株式116,930株は、「個人その他」に116単元及び「単元未満株式の状況」に930株を含めて記載してい

る。

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれている。
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（７）【大株主の状況】

 平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合

（％）

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 6,690 8.64

矢古宇　保 栃木県宇都宮市 3,869 4.99

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社
東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,681 4.75

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 3,428 4.42

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 3,428 4.42

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町二丁目６番１号 2,667 3.44

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 2,388 3.08

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 2,150 2.77

太陽生命保険株式会社 東京都港区海岸一丁目２番３号 2,006 2.59

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 1,847 2.38

計 － 32,154 41.54

　（注）１．上記発行済株式総数に対する所有株式数の割合（％）は、小数点第３位を切り捨てて記載している。

２．株式会社みずほコーポレート銀行及びその共同保有者であるみずほ信託銀行株式会社から、平成20年10月７

日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成20年９月30日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有して

いる旨の報告を受けているが、株式会社みずほコーポレート銀行の保有分を除き、当社として当事業年度末

現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めていない。 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有
割合（％）

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 株式 3,428,0004.43

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 株式　 594,000 0.77

３．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は3,666千株であ

る。なお、それらの内訳は、年金信託設定分409千株、投資信託設定分375千株、その他信託分2,882千株となっ

ている。

４．第一生命保険相互会社は、平成22年４月１日に第一生命保険株式会社に組織変更している。　
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 506,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　76,504,000 76,504 －

単元未満株式 普通株式　　 390,000 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 77,400,000 － －

総株主の議決権 － 76,504 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれている。

　また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれている。

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

東洋埠頭株式会社
東京都中央区晴海

一丁目８番８号
116,000 － 116,000 0.14

坂出東洋埠頭株式

会社

香川県坂出市入船

町一丁目６番18号
390,000 － 390,000 0.50

計 － 506,000 － 506,000 0.65

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項なし。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項なし。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項なし。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 7,140 1,072,931

当期間における取得自己株式 1,055 167,771

　（注）　当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

請求による株式は含まれていない。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行なった取得自己株式 － － － －

消却の処分を行なった取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行なった取

得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の買増請求による買増し）
1,327 269,966 － －

保有自己株式数 116,930 － 117,985 －

　（注）１．当期間における処理自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買増請求による株式は含まれていない。

２．当期間における保有自己株式数には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取請求及び買増請求による株式は含まれていない。
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３【配当政策】

　当社の主たる事業である埠頭業、倉庫業は、施設に多額の投資を必要とし、その回収は長期にわたらざるを得ない。こ

れらの設備投資は長期的観点から計画的かつ持続的に実施することが必要であり、このことにより安定的な経営基盤

が確保されるものと考えている。

　当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策の一つとして位置づけており、利益の配分にあたっては、前述のよ

うな事業の性格を踏まえ、長期にわたり収益の安定的な確保に努めるとともに、財務体質を強化し、安定的配当を行な

うことを基本方針としている。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行なうことを基本方針としている。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会である。

　当事業年度の配当については、以上の方針に基づき、前期と同様に、中間配当として１株当たり２円50銭、期末配当に

ついては１株当たり２円50銭とし、年間５円とした。これにより、当事業年度の配当性向は141.3％となった。

　内部留保資金は、主として設備投資資金に充当している。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日の最終の株主名簿等に記載または記録された株主または登録株式質

権者に対し、中間配当を行うことができる。」旨定款に定めている。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりである。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成21年10月29日　取締役会決議 193 2.5

平成22年６月25日　定時株主総会決議 193 2.5

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高（円） 336 298 295 211 192

最低（円） 208 216 141 120 126

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月平成21年11月平成21年12月平成22年１月 平成22年２月 平成22年３月

最高（円） 177 178 187 175 169 161

最低（円） 162 162 166 165 150 152

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
任期
（年）

所有株式数
（千株）

代表取締役

取締役会長
 鈴木　毓夫 昭和17年10月15日生

昭和41年４月当社入社

平成８年６月 取締役川崎支店副支店長

10年10月取締役東扇島支店長

12年６月取締役川崎支店長

13年６月常務取締役川崎支店長

17年６月代表取締役社長

22年６月代表取締役会長（現在）

１ 85

代表取締役

　

取締役社長

　　 三浦　等 昭和21年８月18日生

昭和47年４月当社入社

平成12年６月取締役鹿島支店長

17年６月取締役常務執行役員川崎支店長

22年６月　代表取締役社長（現在）　

１ 50

取締役 大阪支店長 辻　典良 昭和24年４月24日生

昭和48年４月当社入社

平成12年６月東扇島支店長

16年６月取締役営業本部副本部長兼営業部長

17年６月取締役執行役員営業本部長兼営業部長

20年６月取締役執行役員大阪支店長

21年６月取締役常務執行役員大阪支店長（現

在）

１ 29

取締役
川崎支店長

　
原　秀敏 昭和27年５月３日生

昭和51年４月当社入社

平成16年６月東京支店長

19年６月執行役員東京支店長

20年６月執行役員営業部長

21年６月取締役執行役員営業部長

22年６月取締役執行役員川崎支店長（現在）

１ 40

取締役

経理部長兼

情報システ

ム部、施設

部担当　

萩原　卓郎　 昭和34年９月15日生　

昭和57年４月　当社に入社

平成21年６月執行役員経理部長

平成22年６月取締役執行役員経理部長兼情報システ

ム部、施設部担当（現在）

１　 4　

取締役

業務部長兼

営業部、経

営企画部担

当

原　匡史 昭和34年11月12日生

昭和60年４月当社に入社

平成19年６月経営企画室長

平成20年６月経営企画部長

平成21年６月執行役員経営企画部長

平成22年６月取締役執行役員業務部長兼営業部、経営

企画部担当（現在）

１　 2　

監査役

(常勤)
 北見　庄治 昭和18年３月１日生

昭和41年４月当社入社

平成８年６月 取締役総務部長

15年６月常務取締役総務部長兼業務監査室担当

17年６月取締役常務執行役員総務部長兼業務監

査室担当

18年６月取締役専務執行役員総務部長兼業務監

査室担当

19年６月監査役（現在）

(注)2 54
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴
任期
（年）

所有株式数
（千株）

監査役  露木　繁夫 昭和29年７月12日生

昭和52年４月第一生命保険(相)入社

平成15年７月同社取締役運用企画部長兼運用関連事

業部長

16年７月同社執行役員運用企画本部長兼運用企

画部長

17年４月同社常務執行役員運用企画部長

19年６月当社監査役（現在）

20年７月第一生命保険（相）取締役常務執行役

員（現在）

（なお、第一生命保険相互会社は、平成

22年４月１日に第一生命保険株式会社

に組織変更している。）　

(注)2 －

監査役  加藤　朋行 昭和19年８月14日生

昭和43年12月アーンスト・アンド・アーンスト（現

アーンスト・アンド・ヤング）東京事

務所に入所

59年３月監査法人太田哲三事務所（その後太田

昭和監査法人）社員就任

平成４年７月 太田昭和監査法人（現新日本有限責任

監査法人）代表社員

18年４月千葉商科大学会計専門職大学院客員教

授（平成19年３月退任）

18年６月新日本監査法人（現新日本有限責任監

査法人）退任

19年６月当社監査役（現在）

(注)2 －

    計  264

　（注）１．監査役　露木繁夫及び監査役　加藤朋行は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。

２．平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

３．「所有株式数」の欄には、当社役員持株会名義の株式を含んでいない。

４．当社は執行役員制度を導入している。執行役員は11名で、上記の取締役兼任者の他の執行役員は次のとおり

である。

髙沢　由二　　　常務執行役員鹿島支店長

藤永　孝行　　　執行役員青果営業部長兼川崎支店副支店長兼青果部長

清水　隆二　　　執行役員東京支店長兼港運部長

相座　政夫　　　執行役員総務部長

白井　邦良　　　執行役員東扇島支店長

山口　哲生　　　執行役員博多支店長　

西　　修一　　　執行役員志布志支店長

５．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任している。

補欠監査役の略歴は次のとおりである。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株）

竹下　正己 昭和21年12月17日生

昭和46年７月弁護士登録

同年同月 原秀男法律事務所（現　原合同法律事務所）

に入所

平成21年４月原合同法律事務所代表（現在）

－
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

※コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、社会的責任を果たし、継続的な成長、発展を目指すために、コーポレート・ガバナンスを充実させることが重

要な経営上の課題であることを認識し、諸策を講じている。

(1）企業統治の体制

①　企業統治の体制の概要及び採用する理由

・当社は、監査役制度を採用している。物流専業者という事業の性格及び規模から取締役を６名とし、監査役は、

常勤監査役１名、社外監査役２名の計３名で構成しており、迅速な経営判断と相互監視及び適正な監査を行な

う体制を敷いている。

・当社は、業務執行の責任体制を明確化し、迅速、且つ効率的な業務執行を図るため、執行役員制度を導入してい

る。

・当社は、経営に関する迅速な意見の決定、情報交換等を行なうため、取締役会、監査役会のほか、経営会議、執行

役員会及び全国支店長会議を定期的に開催している。

経営会議は社長以下役付執行役員（必要に応じて他の執行役員）及び常勤監査役で構成され、業務執行上の重

要事項について協議している。

執行役員会は、社長以下の取締役、執行役員及び常勤監査役によって構成され、経営方針の徹底、業務遂行状況

の確認、情報交換等を行なっている。

②　コーポレート・ガバナンスを図表で表すと次のとおりである。

会社の機関・内部統制関係図
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③　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　当社は「経営理念」を経営の拠りどころとし、日常の行動においては「行動の指針」を実践し、健全な姿で持続

的に発展していく会社を目指している。

　そのために、内部統制システム構築の基本方針を次のとおりとした。

一．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ア．コンプライアンス全体を統括する組織として、社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置

し、コンプライアンスを最重要課題の一つとして職務の執行に当たるよう教育、指導を徹底する。

イ．コンプライアンス委員会の活動については、取締役会、監査役会に報告する。

ウ．当社及びグループ各社は企業の社会的責任を十分認識し、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力

及び団体に対しては法令に則し毅然とした態度で対応する。

二．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役会、経営会議、執行役員会等の議事録及び職務執行に関する重要な稟議書等の文書は、法令及び当社の

文書規程に基づいて管理、保存する。

三．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ア．事業上のあらゆるリスクに対処し、リスク全般を統括する組織として、社長を委員長とする「リスク管理

委員会」を設置し、予防対策及び有事の対策を講じる。

イ．リスク管理委員会の下部組織としてリスク管理に関するワーキンググループを組織し、各事業所における

リスクの把握、対策等を講じる。

ウ．特に人命尊重、安全の確保には重点を置き、「全社ゼロ災推進本部」「支店ゼロ災推進本部」を設置し、ゼ

ロ災活動を強化する。

四．取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制

ア．当社は、経営の効率化を図り、コーポレート・ガバナンスを強化するため、執行役員制度を導入している。

取締役会は迅速な意思決定と経営の監督を掌ることとし、取締役会の決定に基づき執行役員が業務執行を

迅速且つ効率的に行なっていく。

イ．毎月定例の取締役会のほか、必要に応じて取締役会を開催して迅速に意思決定し、機動的に業務を執行す

る体制とする。

ウ．経営会議を臨機に開催して、業務執行上の重要課題について掘り下げて議論し、戦略を練る。

エ．毎月執行役員会及び全国支店長会議を開催し、業務執行状況を確認するとともに経営方針の徹底を図る。

五．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ア．使用人の職務の執行に当たっては、会社職制規程、職務分掌規程に従って責任体制、担当範囲を明確にす

る。

イ．内部監査として業務監査部が定期的に業務監査を実施し、各業務の適法性について監査する。

ウ．コンプライアンス委員会が、随時コンプライアンスについて教育、広報を行なう。

エ．「行動の指針」を実践し、関係法令、社会のルールを遵守することを徹底する。

六．企業集団における業務の適正を確保するための体制

ア．当社のコンプライアンス委員会がグループ全体のコンプライアンスを統括し、推進していくとともに、企

業グループ各社にコンプライアンス推進責任者を置き、グループ各社のコンプライアンスを推進する。

イ．グループ各社の経営については、その自主性を尊重しつつ当社が予算管理を行なうとともに、定期的に業

務執行状況の報告を求め、また重要案件の事前協議を実施する。

ウ．当社の業務監査部が定期的にグループ各社の業務監査を実施し、適法性について監査する。

エ．当社の監査役とグループ各社の監査役がグループ内の業務の適正を図るための連携を図る。

七．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　監査役から補助すべき使用人を必要とする旨申し出があった場合は、監査役と協議して補助すべき使用人を

業務監査部の要員の中から選任する。

八．監査役スタッフである使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役を補助すべき使用人の人事異動、人事考課等は、監査役と協議して行なう。
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九．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

ア．取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、法令に従い、直ちに

監査役に報告する。

イ．取締役又は使用人は、業務執行に関する重要事項について監査役に報告する。

ウ．業務監査部は、業務監査の結果を監査役に報告する。

十．その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制

ア．監査役は、主要な稟議書及び業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役又は使用人から

説明を求めることができる。

イ．常勤監査役は取締役会のほか経営会議、執行役員会及び全国支店長会議をはじめ重要な会議に出席する。

ウ．監査役は、会計監査人から会計監査の内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行ない連携を

図っていく。

エ．監査役は、業務監査部と連携を図りながら監査を行なう。

オ．監査役会は、定期的に社長と面談し、意見の交換を行なう。

④　内部監査及び監査役監査の状況

・当社は業務監査部（５名、内兼務３名）を設け、当社グループ全体の業務執行における適法性、企業倫理の監査

等を行ない、コンプライアンスの徹底を図っている。

・監査役は、業務監査部から年間の監査計画について説明を受け、意見の交換を行なっている。また、定時（年２

回）及び随時、監査状況及び結果の報告を聴取している。

・監査役は、会計監査人から、監査計画・監査手続について説明を受け、また、往査時或いは随時会合を持ち、監査

に関する報告を受け、意見の交換を行なっている。

また、当連結会計年度末に、監査実施に関する説明書の提出及び説明を受けている。

⑤　会計監査の状況

　当社は新日本有限責任監査法人を会計監査人に選任しており、会計監査人は年間会計監査計画に基づき、当社、

連結子会社及び持分法適用会社の監査を行なっている。

業務を執行した公認会計士の氏名 監査業務補助者の構成 所属する監査法人名

指定有限責任社員　業務執行社員　　大橋　洋史 公認会計士　７名

その他　　　９名
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員　業務執行社員　　南山　智昭

　（注）業務を執行した公認会計士の継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略している。

⑥　社外監査役との関係

・当社の社外監査役は２名である。

・露木繁夫監査役は、企業経営の豊富な経験や実績、幅広い知識と見識を活かし、取締役の職務執行の監督機能の

向上に寄与しており、社外監査役として適任である。露木監査役は、当社の筆頭株主である第一生命保険株式会

社の取締役常務執行役員であるが、当社との取引において、意思決定に対して影響を与える関係はない。

・加藤朋行監査役は、公認会計士の資格を有しており、会社財務・法務に精通し、会社経営を統治する充分な見識

を有していることから、公正且つ客観的な監査に寄与しており、社外監査役として適任である。加藤監査役は、

公認会計士であるが、当社とは一切の取引関係はない。

・社外監査役は、会計監査人から監査計画概要書により、監査計画・監査手続き及び監査目標について説明を受

け、意見の交換を行なっている。

・社外監査役は、会計監査人と往査時或いは随時会合を持ち、監査に関する報告を受け、意見の交換を行なってい

る。

・社外監査役は、会計監査人から連結会計年度末に監査実施報告書の提出を受けるとともに、説明を受けている。

・社外監査役は、内部監査部門である業務監査室から年間の監査計画について説明を受け、意見の交換を行なっ

ている。

・社外監査役は、業務監査室から定時（年２回）及び随時、監査状況及び結果の報告を聴取している。

・社外取締役は必要と考えているが、現在のところ適任者がいないため選任していない。但し社外取締役に期待

される外部的視点からの監督機能等は、当社においては、社外監査役がその役割を全うすることで、十分にその

機能を果たすことが可能であると考えている。
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(2）リスク管理体制の整備の状況

　当社は、社長を委員長とするリスク管理委員会及びその下部組織であるワーキンググループの活動を通じて、リス

ク管理についての対策を講じている。

(3）役員報酬の内容

①　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）　

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）　基本報酬 賞与

取締役

（社外取締役を除く。）
90 90 － 5

監査役

（社外監査役を除く。）
16 16 － 1

社外役員 7 7 － 2

　

②　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　当社は、役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めていない。

　

(4）株式の保有状況

①　投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

70銘柄　3,980百万円

　

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱みずほフィナンシャルグループ 3,591,150 664取引関係の維持・強化

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 1,198,460 587取引関係の維持・強化

新立川航空機㈱ 84,030 487取引関係の維持・強化

豊田通商㈱ 146,521 214取引関係の維持・強化

日本紙パルプ商事㈱ 585,006 195取引関係の維持・強化

王子製紙㈱ 422,700 173取引関係の維持・強化

三井住友海上グループホールディング

ス㈱
66,695 173取引関係の維持・強化

旭化成㈱ 256,601 129取引関係の維持・強化

ショーボンドホールディングス㈱ 69,400 127取引関係の開拓・維持

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 37,455 82 取引関係の維持・強化
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(5）責任限定契約の内容の概要

　当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定による責任限定契約を締結している。その契約の内容の概要は

次のとおりである。

・社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、法令が規定する最低責任限度額を限

度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過

失がないときに限るものとする。

(6）自己株式の取得

　当社は、自己株式の取得について、「当会社は、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得するこ

とができる。」旨定款に定めている。これは、機動的な資本政策の遂行を可能とするために自己株式を取得すること

を目的とするものである。

(7）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、「議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもってこれを行う。」旨定款に定めている。

(8）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項の定めによる株主総会の特別決議要件について、「議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもってこれを行う。」旨定款に

定めている。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行なうこ

とを目的とするものである。

(9）取締役の定員

　当社は、「当会社に、取締役10名以内を置く。」旨定款に定めている。

(10）中間配当

　当社は、「当会社は、取締役会の決議により、毎年９月30日の最終の株主名簿等に記載または記録された株主また

は登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる。」旨定款に定めている。これは、株主への機動的な利益還

元を行なうことを目的とするものである。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 38 0 35 －

連結子会社 － － － －

計 38 0 35 －

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項なし。

　

（当連結会計年度）

　該当事項なし。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としては、「財務報告に係る内部統制

の評価と監査」の制度導入への対応準備に関する助言業務である。

　

（当連結会計年度）

　該当事項なし。

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、監査対象事業年度の監査予定時間を基礎として計算

した見積報酬額の提示及び説明を受け、妥当性を検討及び協議した結果、最終的に経営者が決定している。

　なお、監査報酬の決定については、会社法第399条に基づき監査役会の同意を得ている。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ている。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月

31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸表並びに当連

結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成21年４月１日か

ら平成22年３月31日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けている。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行なっている。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、開催されるセミナー等に参加して

いる。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 1,893

※2
 1,789

受取手形及び営業未収入金 3,998 3,919

原材料及び貯蔵品 153 155

前払費用 144 143

繰延税金資産 222 210

その他 516 428

貸倒引当金 △7 △14

流動資産合計 6,921 6,633

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2
 49,082

※2
 49,370

減価償却累計額 △32,922 △33,902

建物及び構築物（純額） ※2
 16,160

※2
 15,468

機械及び装置 ※2
 18,413

※2
 18,837

減価償却累計額 △15,019 △15,492

機械及び装置（純額） ※2
 3,394

※2
 3,344

船舶及び車両運搬具 1,019 1,050

減価償却累計額 △913 △919

船舶及び車両運搬具（純額） 105 131

工具、器具及び備品 976 986

減価償却累計額 △874 △890

工具、器具及び備品（純額） 102 95

土地 ※2
 8,266

※2
 8,266

リース資産 29 106

減価償却累計額 △3 △20

リース資産（純額） 25 85

建設仮勘定 586 1,180

有形固定資産合計 28,641 28,573

無形固定資産

リース資産 21 18

その他 207 190

無形固定資産合計 229 208

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※2
 4,699

※1, ※2
 5,031

長期貸付金 86 71

繰延税金資産 379 187

その他 1,863 2,047

貸倒引当金 △120 △122

投資その他の資産合計 6,909 7,216

固定資産合計 35,780 35,999

資産合計 42,701 42,632
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 2,825 2,685

短期借入金 ※2
 6,326

※2
 6,581

リース債務 10 27

未払法人税等 261 203

未払金 925 893

設備関係支払手形 201 562

その他 900 966

流動負債合計 11,451 11,919

固定負債

長期借入金 ※2
 12,566

※2
 11,957

リース債務 36 77

繰延税金負債 3 6

退職給付引当金 1,154 1,079

役員退職慰労引当金 91 85

その他 387 297

固定負債合計 14,240 13,503

負債合計 25,691 25,422

純資産の部

株主資本

資本金 8,260 8,260

資本剰余金 5,182 5,182

利益剰余金 3,692 3,685

自己株式 △48 △49

株主資本合計 17,087 17,079

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △119 82

為替換算調整勘定 24 25

評価・換算差額等合計 △94 107

少数株主持分 16 22

純資産合計 17,009 17,209

負債純資産合計 42,701 42,632
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業収入 32,341 29,915

営業原価 ※2
 29,060

※2
 27,289

営業総利益 3,280 2,626

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 2,235

※1, ※2
 1,733

営業利益 1,045 892

営業外収益

受取利息 10 6

受取配当金 110 97

受取地代家賃 92 102

持分法による投資利益 － 28

その他 114 110

営業外収益合計 327 345

営業外費用

支払利息 374 384

持分法による投資損失 16 －

その他 60 30

営業外費用合計 451 414

経常利益 922 822

特別利益

固定資産売却益 － ※3
 12

特別利益合計 － 12

特別損失

固定資産除却損 ※4
 78

※4
 41

投資有価証券評価損 162 38

特別損失合計 241 79

税金等調整前当期純利益 680 755

法人税、住民税及び事業税 257 302

法人税等調整額 63 68

法人税等合計 321 370

少数株主利益 0 5

当期純利益 358 379
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 8,260 8,260

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 8,260 8,260

資本剰余金

前期末残高 6,276 5,182

当期変動額

自己株式の処分 △0 △0

自己株式の消却 △1,094 －

当期変動額合計 △1,094 △0

当期末残高 5,182 5,182

利益剰余金

前期末残高 3,720 3,692

当期変動額

剰余金の配当 △386 △386

当期純利益 358 379

当期変動額合計 △27 △6

当期末残高 3,692 3,685

自己株式

前期末残高 △1,140 △48

当期変動額

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 0 0

自己株式の消却 1,094 －

当期変動額合計 1,092 △0

当期末残高 △48 △49

株主資本合計

前期末残高 17,117 17,087

当期変動額

剰余金の配当 △386 △386

当期純利益 358 379

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △30 △7

当期末残高 17,087 17,079
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 851 △119

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△970 201

当期変動額合計 △970 201

当期末残高 △119 82

為替換算調整勘定

前期末残高 5 24

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

18 0

当期変動額合計 18 0

当期末残高 24 25

評価・換算差額等合計

前期末残高 857 △94

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△951 201

当期変動額合計 △951 201

当期末残高 △94 107

少数株主持分

前期末残高 18 16

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1 5

当期変動額合計 △1 5

当期末残高 16 22

純資産合計

前期末残高 17,993 17,009

当期変動額

剰余金の配当 △386 △386

当期純利益 358 379

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △953 207

当期変動額合計 △983 200

当期末残高 17,009 17,209
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 680 755

減価償却費 1,932 1,909

引当金の増減額（△は減少） △96 △72

固定資産処分損益（△は益） 76 28

借地権利金償却額 19 19

投資有価証券評価損益（△は益） 162 38

受取利息及び受取配当金 △120 △103

支払利息 374 384

持分法による投資損益（△は益） 16 △28

売上債権の増減額（△は増加） 200 68

仕入債務の増減額（△は減少） △147 △138

その他 △273 △46

小計 2,824 2,814

移転費用の支払額 △540 －

利息及び配当金の受取額 132 114

利息の支払額 △371 △390

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 70 △354

その他の収入 42 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,158 2,183

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △800 △450

定期預金の払戻による収入 800 450

固定資産の取得による支出 △2,424 △1,492

固定資産の売却による収入 3 29

固定資産の除却による支出 △19 △15

投資有価証券の取得による支出 △14 △8

貸付けによる支出 △1,537 △1,249

貸付金の回収による収入 1,521 1,375

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,469 △1,361

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 44 15

長期借入れによる収入 4,053 3,000

長期借入金の返済による支出 △3,212 △3,374

自己株式の取得による支出 △3 △1

配当金の支払額 △384 △388

リース債務の返済による支出 △7 △25

その他 0 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 490 △773

現金及び現金同等物に係る換算差額 △18 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 161 46

現金及び現金同等物の期首残高 1,331 1,493

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 1,493

※
 1,539

EDINET提出書類

東洋埠頭株式会社(E04321)

有価証券報告書

40/91



【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社

㈱東洋埠頭青果センター

㈱東洋トランス

東京東洋埠頭㈱

鹿島東洋埠頭㈱

志布志東洋埠頭㈱

東永運輸㈱

ＯＯＯ東洋トランス

ＯＯＯＴＢ東洋トランス　　　　　　　　 ８社

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社

㈱東洋埠頭青果センター

㈱東洋トランス

東京東洋埠頭㈱

鹿島東洋埠頭㈱

志布志東洋埠頭㈱

東永運輸㈱

ＯＯＯ東洋トランス

ＯＯＯＴＢ東洋トランス　　　　　　　　 ８社

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

　㈱ティーエフ大阪、新潟東洋埠頭㈱

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

　㈱ティーエフ大阪、新潟東洋埠頭㈱

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、非連結子会

社の連結会社との債権と債務、取引等の消去後の総資

産及び売上高、連結会社との取引による資産に含まれ

る未実現損益の消去前の当期純損益のうち持分に見

合う額及び利益剰余金等のうち持分に見合う額はい

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ので連結の範囲から除いた。

（連結の範囲から除いた理由）

同左

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用会社

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用会社

新潟東洋埠頭㈱ （非連結子会社）  

坂出東洋埠頭㈱ （関連会社)  

東光ターミナル㈱ （　 〃 　)  

㈱オーエスティ物流（　 〃 　）  

上海青旅東洋物流有

限公司
（　 〃 　） ５社

新潟東洋埠頭㈱ （非連結子会社）  

坂出東洋埠頭㈱ （関連会社)  

東光ターミナル㈱ （　 〃 　)  

㈱オーエスティ物流（　 〃 　）  

上海青旅東洋物流有

限公司
（　 〃 　） ５社

(2）主要な持分法非適用会社

非連結子会社　㈱ティーエフ大阪

(2）主要な持分法非適用会社

非連結子会社　㈱ティーエフ大阪

(3）持分法非適用の非連結子会社及び関連会社はそれ

ぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、全体としても重要性がないので持分法を適

用していない。

(3）　　　　　　　　 同左

(4）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な

る会社については、当該会社の会計年度に係る財務諸

表を使用している。ただし、連結決算日との間の、重要

な取引については、必要な調整を行なっている。

(4）　　　　　　　　 同左

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちＯＯＯ東洋トランス、ＯＯＯＴＢ東

洋トランスの決算日は12月31日である。連結財務諸表の

作成に当たっては、12月31日現在の財務諸表を使用して

いる。

　なお、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行なっている。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

同左
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　　決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　　　　同左

時価のないもの　　移動平均法による原価法 時価のないもの　　　　同左

②　たな卸資産

原材料及び貯蔵品　　個別法による原価法（貸借

対照表価額は、収益性の低

下による簿価切下げの方

法により算定）

②　たな卸資産

原材料及び貯蔵品　　個別法による原価法（貸借

対照表価額は、収益性の低

下による簿価切下げの方

法により算定）

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より、

「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月

５日公表分）を適用して

いる。

　これにより、当連結会計

年度の営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純

利益に与える影響は軽微

である。

　

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

（リース資産を除

く）

定率法。ただし、平成10年４

月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）に

ついては定額法。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。

建物及び構築物　２～65年

機械及び装置　　２～15年

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

（リース資産を除

く）

　 同左

無形固定資産

（リース資産を除

く） 

定額法。

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用している。

無形固定資産

（リース資産を除

く） 

　 同左

リース資産　　　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法。

なお、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20

年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。 

リース資産　　　　　 同左 

　

EDINET提出書類

東洋埠頭株式会社(E04321)

有価証券報告書

42/91



前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等については

個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上している。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　 同左

②　役員賞与引当金　役員賞与の支出に備えるため、支

出見積額を計上することとし

たが、当連結会計年度は支出し

ないこととしたため計上して

いない。

②　役員賞与引当金　　　 同左

③　退職給付引当金　従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。

なお、数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により、

発生した連結会計年度の翌連

結会計年度から費用処理し、過

去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（15年）による

定額法により、発生した連結会

計年度から費用処理すること

としている。

③　退職給付引当金　　　 同左

　

　 （会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「「退

職給付に係る会計基準」の一

部改正（その３）」（企業会

計基準第19号　平成20年７月31

日）を適用している。

　なお、これによる営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期

純利益に与える影響はない。

④　役員退職慰労引当金　役員の退職慰労金の支出に

充てるため、内規に基づく

支出見積額を計上してい

る。

なお、当社は平成17年６月

29日付で、役員退職慰労金

制度を廃止したため、制度

廃止日に在任している役

員に対する在任期間に対

応した支出見積額を計上

している。

④　役員退職慰労引当金　 同左
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

いる。また、在外連結子会社の資産及び負債は当該子

会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含

めて計上している。持分法適用の在外関連会社の資

産、負債、収益及び費用は、当該関連会社の決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に含めて計上している。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

基準

同左

(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たす金利スワップについて、

特例処理を採用している。

(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　金利スワップ

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　 同左

ヘッジ対象　変動金利借入金 ヘッジ対象　　 同左

③　ヘッジ方針

　借入金に係る金利変動リスクを低減する目的で金

利スワップ取引を利用する方針である。

③　ヘッジ方針

同左

(6）消費税等の会計処理の方法

　消費税等の会計処理の方法は、税抜方式を採用して

いる。

(6）消費税等の会計処理の方法

同左

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　該当事項なし。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっている。

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっていた

が、当連結会計年度より「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース

取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用してい

る。

　これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益に与える影響はない。

──────

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号　平成18年５月17日）を適用している。

　これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益に与える影響はない。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりである。

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりである。

投資有価証券(株式) 963百万円 投資有価証券(株式) 983百万円

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産

建物及び構築物 7,242百万円

機械及び装置 155

土地 932

投資有価証券 1,810

合計 10,142

建物及び構築物 7,437百万円

機械及び装置 128

土地 1,385

投資有価証券 2,056

合計 11,008

　上記物件について、短期借入金3,301百万円、長期借

入金11,131百万円の担保に供している。

　また、上記物件の他、営業債務に対する金融機関から

の債務保証の担保として定期預金50百万円を担保に

供している。 

　上記物件について、短期借入金3,315百万円、長期借

入金10,315百万円の担保に供している。

　また、上記物件の他、営業債務に対する金融機関から

の債務保証の担保として定期預金50百万円を担保に

供している。 

　３．保証債務

　連結会社は、下記の連結会社以外の会社の金融機関

からの借入金に対し、債務保証を行なっている。

　３．保証債務

　連結会社は、下記の連結会社以外の会社の金融機関

からの借入金に対し、債務保証を行なっている。

新潟東洋埠頭㈱ 35百万円 新潟東洋埠頭㈱ 31百万円

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

人件費 1,294百万円

退職給付費用 54百万円

人件費 1,153百万円

退職給付費用 69百万円

※２．営業原価、販売費及び一般管理費に含まれている主

要な引当金繰入額の費目及び金額

※２．営業原価、販売費及び一般管理費に含まれている主

要な引当金繰入額の費目及び金額

退職給付費用 191百万円 退職給付費用 193百万円

────── ※３．機械及び装置、工具、器具及び備品等の売却による

ものである。　

※４．建物及び構築物、機械及び装置等の除却、撤去費用

である。

※４．建物及び構築物、機械及び装置等の除却、撤去費用

である。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式                 

普通株式 82,626,904 － 5,226,90477,400,000

合計 82,626,904 － 5,226,90477,400,000

自己株式                 

普通株式 5,506,080 17,378 5,230,882 292,576

合計 5,506,080 17,378 5,230,882 292,576

　（注）　普通株式の発行済株式数の減少は、自己株式の消却によるものである。

普通株式の自己株式の株式数の増加17,378株は、単元未満株式の買取りによる取得であり、減少のうち

5,226,904株は自己株式の消却、3,978株は単元未満株式の買増請求による売却である。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月26日

定時株主総会
普通株式 193 2.5平成20年３月31日平成20年６月27日

平成20年10月31日

取締役会
普通株式 193 2.5平成20年９月30日平成20年12月１日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末日後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月25日

定時株主総会
普通株式 193利益剰余金 2.5平成21年３月31日平成21年６月26日
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式                 

普通株式 77,400,000 － － 77,400,000

合計 77,400,000 － － 77,400,000

自己株式                 

普通株式 292,576 7,140 1,327 298,389

合計 292,576 7,140 1,327 298,389

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加7,140株は、単元未満株式の買取りによる取得であり、減少の1,327株は単元

未満株式の買増請求による売却である。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月25日

定時株主総会
普通株式 193 2.5平成21年３月31日平成21年６月26日

平成21年10月29日

取締役会
普通株式 193 2.5平成21年９月30日平成21年11月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末日後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 193利益剰余金 2.5平成22年３月31日平成22年６月28日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,893百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △400

現金及び現金同等物 1,493

現金及び預金勘定 1,789百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △250

現金及び現金同等物 1,539
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

(ア）有形固定資産

　事務機器（工具、器具及び備品）である。

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

(ア）有形固定資産

同左

(イ）無形固定資産

　ソフトウェアである。

(イ）無形固定資産

同左

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　(2）重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりである。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりである。

②　リース資産の減価償却の方法

同左

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

船舶及び車
両運搬具

16 9 0 6

工具、器具及
び備品

146 111 0 34

無形固定資
産

92 50 － 42

合計 255 171 1 83

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

船舶及び車
両運搬具

13 9 0 3

工具、器具及
び備品

71 58 0 12

無形固定資
産

70 44 － 26

合計 155 111 0 42

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。

（注）　　　　　　　　 同左

２．未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

１年内 41百万円

１年超 43百万円

合計 84百万円

１年内 25百万円

１年超 17百万円

合計 43百万円

リース資産減損勘定の残高 1百万円 リース資産減損勘定の残高 0百万円

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

る。

（注）　　　　　　　　同左
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

３．支払リース料、減価償却費相当額、リース資産減損勘

定の取崩額及び減損損失

３．支払リース料、減価償却費相当額、リース資産減損勘

定の取崩額及び減損損失

支払リース料 52百万円

（減価償却費相当額）     

リース資産減損勘定の取崩額 0百万円

支払リース料 41百万円

（減価償却費相当額）     

リース資産減損勘定の取崩額 0百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 2百万円

合計 4百万円

１年内 1百万円

１年超 1百万円

合計 2百万円

 

（金融商品関係）

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社及び一部の連結子会社は、設備投資計画に照らして、必要な設備資金を主に金融機関からの借入によ

り調達している。当社は、一時的な余資の運用は元本を毀損する恐れのない預金等に限定し、また、短期的

な運転資金については不足額を銀行借入により調達している。デリバティブは、後述するリスクを回避す

るために利用しており、投機的な取引は行わない方針である。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されている。また、海外との取引に

あたり生じる外貨建ての債権債務は、為替の変動リスクに晒されている。

　投資有価証券である株式は、主に当社グループと取引関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リ

スクに晒されている。

　営業未払金、未払金及び設備関係支払手形は、そのほとんどが１年以内の支払期日である。

　借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的にしたものであり償還日は決算日後最長で11年後で

ある。このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されているが、デリバティブ取引（金利

スワップ取引）をヘッジ手段として利用している。

　デリバティブ取引は、長期借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワッ

プ取引、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスク軽減を目的とした先物為替予約取引である。なお、

ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針については、前述の連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項(5）重要なヘッジ会計の方法」を参照。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社及び外部売上比率の高い連結子会社は与信管理規程に従い、営業債権について、取引先ごとの期日

管理及び残高管理を行ない、財務状況等の悪化等による回収懸念債権の早期把握や貸倒リスクの軽減を

図っている。

　ディバティブ取引については、取引相手先を当社が設備資金の借入を行なっている金融機関に事実上

限定しているため信用リスクはほとんどないと認識している。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、長期借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用してい

る。

　投資有価証券については、定期的に時価を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継

続的に見直している。

　デリバティブ取引の実行管理は経理部で行なっており、リスク管理に対してはリスク管理基準等によ

り管理を行なっている。
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③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、取引金融

機関との当座貸越契約の締結、月中の資金変動見込額を上回る手許流動性の維持などにより流動性リス

クを管理している。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その

金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではない。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていない（（注）２参照）。

　
連結貸借対照表計上額　

　　　
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 1,789 1,789 －

(2）受取手形及び営業未収入金 3,919 3,919 －

(3）投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 3,422 3,422 －

資産計 9,131 9,131 －

(1）営業未払金 2,685 2,685 －

(2）短期借入金 6,581 6,581 －

(3）未払法人税等 203 203 －

(4）未払金 893 893 －

(5）設備関係支払手形 562 562 －

(6）長期借入金 11,957 11,920 △37

負債計 22,882 22,844 △37

デリバティブ取引 － － －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1）現金及び預金、並びに(2）受取手形及び営業未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

(3）投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっている。

　なお、有価証券はその他有価証券として保有している。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注

記事項「有価証券関係」を参照。

負債

(1）営業未払金、(2）短期借入金、(3）未払法人税等、(4）未払金並びに(5）設備関係支払手形

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

(6）長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行なった場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっている。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利

スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行なった場合に適用される合理的に見積もられ

る利率で割り引いて算定する方法によっている。

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」を参照。
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２．非上場株式（連結貸借対照表計上額1,608百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積

もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3）投資有価証券　その他有価証

券」には含めていない。

　

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額　

　
１年以内
（百万円）　

現金及び預金 1,788

受取手形及び営業未収入金 3,919

投資有価証券 　

その他有価証券のうち満期があるもの －

合計 5,707

　

４．長期借入金及びその他の有利子負債の返済予定額

　

　

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

長期借入金 3,675 3,337 2,040 1,270 1,633

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の時価

等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用している。

　

EDINET提出書類

東洋埠頭株式会社(E04321)

有価証券報告書

52/91



（有価証券関係）

前連結会計年度（平成21年３月31日）　

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 395 981 585

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 395 981 585

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 2,917 2,130 △787

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 2,917 2,130 △787

合計 3,313 3,111 △201

　（注）　当連結会計年度において、時価のある株式について17百万円減損処理を行なっている。

 

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項なし。

　

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 624百万円

　

当連結会計年度（平成22年３月31日）

１．その他有価証券

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 1,255 507 748

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,255 507 748

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 2,167 2,776 △608

(2）債券             

(3）その他 － － －

小計 2,167 2,776 △608

合計 3,422 3,283 139

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額624百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていない。 　

　

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　該当事項なし。

　

３．減損処理を行なった有価証券

　当連結会計年度において、その他有価証券の株式について38百万円の減損処理を行なっている。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

①　取引の内容

　当連結グループは金利スワップ取引及び為替予約取引を利用している。

②　取引に対する取り組み方針

　当連結グループは借入金に係る金利変動リスクを低減するため、及び為替レートの変動リスクを回避する

ためにデリバティブ取引を利用する方針である。

③　取引の利用目的

　当連結グループは変動金利支払いの長期借入金について、将来の取引市場での金利上昇が連結グループの

損益及びキャッシュ・フローに及ぼす影響を一定の範囲に限定する目的で、金利スワップ取引を利用してい

る。

　また、外貨建で発生した営業債務について円貨によるキャッシュ・フローを確定させるため、為替予約取引

を行なっている。

④　取引に係るリスクの内容

　金利スワップ取引は、金利変動リスクを回避することが目的であり、また、為替予約取引は円貨による支払

額を確定させるためのものであり、いずれもリスクはない。

⑤　取引に係るリスクの管理体制

　デリバティブ取引の実行管理は経理部で行なっており、リスク管理に対してはリスク管理基準等により管

理を行なっている。

２．取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

①　通貨関連

　該当事項なし。

②　金利関連

　ヘッジ会計を適用しているので記載の対象から除いている。

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はない。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類等 主なヘッジ対象

当連結会計年度（平成22年３月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等の　　
　　　うち１年

超
（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップの特

例処理
金利スワップ取引 長期借入金 5,098 3,478（注）

（注）　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している。

　

通貨関連

該当事項はない。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び適格退職年金制度を設けており、当連

結会計年度末現在、退職一時金制度を７社が、適格退職年金制度を２社が有している。

　また、当社は、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けている。

　

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

イ．退職給付債務 2,282百万円 2,151百万円

ロ．年金資産 △565 △570

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） 1,717 1,580

ニ．未認識数理計算上の差異 △620 △554

ホ．未認識過去勤務債務 58 54

ヘ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） 1,154 1,079

ト．前払年金費用 － －

チ．退職給付引当金（ヘ＋ト） 1,154 1,079

前連結会計年度
（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）　

当連結会計年度
（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）　

　（注）　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用している。

　（注）　　　　　　　同左
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３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

イ．勤務費用 124百万円 110百万円

ロ．利息費用 52 50

ハ．期待運用収益 △12 △12

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 31 50

ホ．過去勤務債務の費用処理額 △4 △4

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 191 193

ト．その他 29 27

計（ヘ＋ト） 221 221

前連結会計年度
（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用の額のうち、期首退職給付債務の額、

割引率及び期首年金資産の額、保証利率等

に応じ算定した金額を利息費用及び期待運

用収益に計上し、残額を勤務費用に計上し

ている。

　（注）１．　　　　　同左 

２．「ト．その他」は、確定拠出年金への掛金

支払額等である。

２．　　　　　同左

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

ロ．割引率 2.2％～2.5％ 2.2％～2.5％

ハ．期待運用収益率   

適格退職年金制度における年金資産 0.8％ 0.8％

退職給付信託 1.5％ 2.5％

ニ．数理計算上の差異の処理年数 15年（発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、発生し

た連結会計年度の翌連結会計

年度から費用処理することと

している。）

同左

ホ．過去勤務債務の額の処理年数 15年（発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、発生し

た連結会計年度から費用処理

することとしている。）

同左

（ストック・オプション等関係）

　該当事項なし。
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（税効果会計関係）

 
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰

延税金負債の主な発

生原因別の内訳

［繰延税金資産］  

減損損失 782百万円

退職給付引当金 736百万円

その他有価証券評価差

額金
319百万円

繰越欠損金 307百万円

未払賞与 154百万円

確定拠出年金未払金  136百万円

その他 205百万円

繰延税金資産小計 2,642百万円

評価性引当額 △1,049百万円

繰延税金資産合計 1,593百万円

  

［繰延税金負債］  

買換資産積立金 △282百万円

退職給付信託設定益 △259百万円

その他有価証券評価差

額金
△235百万円

固定資産圧縮積立金 △214百万円

その他 △1百万円

繰延税金負債合計 △994百万円

繰延税金資産の純額 599百万円

［繰延税金資産］  

減損損失 733百万円

退職給付引当金 676百万円

繰越欠損金 366百万円

その他有価証券評価差

額金
247百万円

未払賞与 154百万円

確定拠出年金未払金  139百万円

その他 210百万円

繰延税金資産小計 2,527百万円

評価性引当額 △1,084百万円

繰延税金資産合計 1,443百万円

  

［繰延税金負債］  

その他有価証券評価差

額金
△302百万円

買換資産積立金 △276百万円

退職給付信託設定益 △259百万円

固定資産圧縮積立金 △212百万円

その他 △0百万円

繰延税金負債合計 △1,051百万円

繰延税金資産の純額 392百万円

 （注）当連結会計年度における繰延税金負

債の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれている。

（注）当連結会計年度における繰延税金負

債の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれている。

 流動資産―繰延税金資

産
222百万円

固定資産―繰延税金資

産
379百万円

固定負債―繰延税金負

債
△3百万円

流動資産―繰延税金資

産
210百万円

固定資産―繰延税金資

産
187百万円

固定負債―繰延税金負

債
△6百万円

２．法定実効税率と税効

果会計適用後の法人

税等の負担率の差異

の主な原因別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）     

交際費、受取配当金等

一時差異ではない項目
1.4％

住民税均等割 3.4％

持分法投資損失 1.0％

その他 0.8％

税効果会計適用後の法

人税等の負担率 
47.2％

法定実効税率 40.6％

（調整）     

交際費、受取配当金等

一時差異ではない項目
1.5％

住民税均等割 3.1％

評価性引当額の増加 5.2％

持分法投資利益 △1.5％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法

人税等の負担率 
49.0％
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（賃貸等不動産関係）

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸専用物流施設、賃貸住宅、賃貸店舗等を所

有している。平成22年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は60百万円（賃貸収入は、営業収入、

営業外収益に、主な賃貸費用は、営業原価、販売費及び一般管理費に計上）である。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりである。

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末時価
（百万円）　前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

930 △17 912 2,267

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額である。

（注２）当連結会計年度増減額は主に減価償却費である。

（注３）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、

その他の物件については、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いている。

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11

月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号　

平成20年11月28日）を適用している。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）及び当連結会計年度（自平成21年４月１日　至

平成22年３月31日）

　当連結グループは、倉庫業、港湾運送業、自動車運送業、国際運送取扱業などのいわゆる物流事業を一貫して行

う総合物流業者である。従って事業の種類別セグメント情報に該当する事項はない。

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）及び当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平

成22年３月31日）において、本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの

資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略した。

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）及び当連結会計年度（自平成21年４月１日　至

平成22年３月31日）

　海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略した。

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用

している。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はない。

 

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

　該当事項なし。

 

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称

所在地
資本金
（百万円）

事業の内
容

議決権の
所有割合
（％）

関連当事者との関係
取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

関連会社

㈱オーエ

スティ物

流

大阪市

此花区
30

自動車運

送業

倉庫業

直接 49.0

役員の兼任

資金の貸借

業務の委託

運転資金

の貸付
918 短期貸付金 106

（注）１．当社は㈱オーエスティ物流に対し運転資金の不足額を貸付けるとともに、同社の資金状況に応じて随時返済を

受けている。

２．貸付金の金利は当社が金融機関から借入れている短期借入金の平均金利に準じて決定している。

 

(ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　該当事項なし。 
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

 

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

　該当事項なし。

 

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称

所在地
資本金
（百万円）

事業の内
容

議決権の
所有割合
（％）

関連当事者との関係
取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

関連会社

㈱オーエ

スティ物

流

大阪市

此花区
30

自動車運

送業

倉庫業

直接 49.0

役員の兼任

資金の貸借

業務の委託

運転資金

の貸付
793 短期貸付金 32

（注）１．当社は㈱オーエスティ物流に対し運転資金の不足額を貸付けるとともに、同社の資金状況に応じて随時返済を

受けている。

２．貸付金の金利は当社が金融機関から借入れている短期借入金の平均金利に準じて決定している。

 

(ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　該当事項なし。 

 

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．１株当たり純資産額       220.38円

２．１株当たり当期純利益金額 4.65円

１．１株当たり純資産額 222.91円

２．１株当たり当期純利益金額 4.92円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当期純利益 （百万円） 358 379

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る当期純利益 （百万円） 358 379

期中平均株式数 （千株） 77,113 77,103

（重要な後発事象）

　該当事項なし。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項なし。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,951 2,971 1.3 －

１年以内に返済予定の長期借入金 3,374 3,609 2.2 －

１年以内に返済予定のリース債務 10 27 － －　

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 12,566 11,957 2.2平成23年～32年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 36 77 － 平成23年～26年　

その他有利子負債 － － － －

計 18,940 18,643 － －

　（注）１．長期借入金及びリース債務（１年以内返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下の

とおりである。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 3,675 3,337 2,040 1,270

リース債務 27 27 20 1

２．平均利率を算定する際の利率及び残高は、期末のものを使用している。

３．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載していない。

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 
第１四半期

自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

第２四半期
自平成21年７月１日
至平成21年９月30日

第３四半期
自平成21年10月１日
至平成21年12月31日

第４四半期
自平成22年１月１日
至平成22年３月31日

営業収入（百万円） 7,928 7,377 7,168 7,441

税金等調整前四半期純利益金

額（百万円）
398 97 111 148

四半期純利益金額（百万円） 251 26 15 85

１株当たり四半期純利益金額

（円）
3.26 0.34 0.21 1.11
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※３
 1,810

※３
 1,734

受取手形 17 15

営業未収入金 3,302 3,248

原材料及び貯蔵品 146 148

前払費用 127 128

立替金 170 245

関係会社短期貸付金 451 315

繰延税金資産 188 174

その他 122 83

貸倒引当金 △4 △10

流動資産合計 6,332 6,084

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 40,873

※1
 41,174

減価償却累計額 △26,870 △27,721

建物（純額） ※1
 14,003

※1
 13,452

構築物 8,046 8,064

減価償却累計額 △5,781 △5,938

構築物（純額） 2,265 2,126

機械及び装置 ※1
 18,006

※1
 18,420

減価償却累計額 △14,671 △15,122

機械及び装置（純額） ※1
 3,335

※1
 3,297

車両運搬具 217 225

減価償却累計額 △198 △214

車両運搬具（純額） 19 11

工具、器具及び備品 944 940

減価償却累計額 △847 △863

工具、器具及び備品（純額） 97 77

土地 ※1
 8,181

※1
 8,181

リース資産 29 106

減価償却累計額 △3 △20

リース資産（純額） 25 85

建設仮勘定 586 1,180

有形固定資産合計 28,515 28,413

無形固定資産

ソフトウエア 24 20

港湾等施設利用権 162 150

その他の施設利用権 15 15

リース資産 15 13

無形固定資産合計 218 198
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 3,679

※2
 3,980

関係会社株式 326 326

従業員に対する長期貸付金 84 69

関係会社長期貸付金 1,055 1,208

差入保証金 245 231

長期前払費用 953 982

繰延税金資産 240 61

その他 199 355

貸倒引当金 △920 △1,080

投資その他の資産合計 5,863 6,135

固定資産合計 34,596 34,748

資産合計 40,929 40,832

負債の部

流動負債

営業未払金 ※5
 2,364

※5
 2,334

短期借入金 3,118 3,136

1年内返済予定の長期借入金 ※1, ※2
 3,341

※1, ※2
 3,585

リース債務 9 26

未払金 902 834

未払費用 386 374

未払法人税等 244 164

預り金 57 69

設備関係支払手形 201 562

その他 207 243

流動負債合計 10,834 11,330

固定負債

長期借入金 ※1, ※2
 12,541

※1, ※2
 11,955

リース債務 31 73

退職給付引当金 692 649

役員退職慰労引当金 73 73

その他 362 273

固定負債合計 13,701 13,025

負債合計 24,535 24,355
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 8,260 8,260

資本剰余金

資本準備金 4,276 4,276

その他資本剰余金 905 905

資本剰余金合計 5,182 5,182

利益剰余金

利益準備金 1,259 1,259

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 306 303

買換資産積立金 406 396

別途積立金 670 670

繰越利益剰余金 459 358

利益剰余金合計 3,101 2,988

自己株式 △22 △23

株主資本合計 16,521 16,408

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △128 68

評価・換算差額等合計 △128 68

純資産合計 16,393 16,477

負債純資産合計 40,929 40,832
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業収入

作業料 10,624 10,168

保管料 5,346 4,794

運送料 5,600 5,189

諸施設使用料 2,158 2,171

その他 2,666 2,674

営業収入合計 26,396 24,998

営業原価

作業費 7,754 7,356

保管費 1,447 1,240

運送費 5,136 4,777

諸施設使用費 1,112 1,028

給料及び手当 1,655 1,585

退職給付費用 89 84

福利厚生費 258 254

燃料動力費 418 339

租税公課 540 562

修繕費 280 315

減価償却費 1,803 1,802

その他 3,556 3,565

営業原価合計 24,053 22,913

営業総利益 2,343 2,085

販売費及び一般管理費 ※1
 1,218

※1
 1,199

営業利益 1,124 885

営業外収益

受取利息 ※2
 30

※2
 29

受取配当金 ※2
 116

※2
 102

受取地代家賃 ※2
 87

※2
 99

その他 ※2
 111

※2
 97

営業外収益合計 345 329

営業外費用

支払利息 376 385

その他 6 11

営業外費用合計 382 397

経常利益 1,088 817
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 － ※3
 6

特別利益合計 － 6

特別損失

固定資産除却損 ※4
 78

※4
 39

投資有価証券評価損 162 38

関係会社貸倒引当金繰入額 204 156

特別損失合計 445 233

税引前当期純利益 642 589

法人税、住民税及び事業税 233 258

法人税等調整額 69 57

法人税等合計 302 316

当期純利益 340 273
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 8,260 8,260

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 8,260 8,260

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 6,276 4,276

当期変動額

準備金から剰余金への振替 △2,000 －

当期変動額合計 △2,000 －

当期末残高 4,276 4,276

その他資本剰余金

前期末残高 0 905

当期変動額

準備金から剰余金への振替 2,000 －

自己株式の処分 △0 △0

自己株式の消却 △1,094 －

当期変動額合計 905 △0

当期末残高 905 905

資本剰余金合計

前期末残高 6,276 5,182

当期変動額

自己株式の処分 △0 △0

自己株式の消却 △1,094 －

当期変動額合計 △1,094 △0

当期末残高 5,182 5,182

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,259 1,259

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,259 1,259

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 313 306

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 － 4

固定資産圧縮積立金の取崩 △6 △6

当期変動額合計 △6 △2

当期末残高 306 303
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

買換資産積立金

前期末残高 412 406

当期変動額

買換資産積立金の取崩 △6 △9

当期変動額合計 △6 △9

当期末残高 406 396

別途積立金

前期末残高 2,070 670

当期変動額

別途積立金の取崩 △1,400 －

当期変動額合計 △1,400 －

当期末残高 670 670

繰越利益剰余金

前期末残高 △907 459

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 － △4

固定資産圧縮積立金の取崩 6 6

買換資産積立金の取崩 6 9

別途積立金の取崩 1,400 －

剰余金の配当 △386 △386

当期純利益 340 273

当期変動額合計 1,367 △100

当期末残高 459 358

利益剰余金合計

前期末残高 3,147 3,101

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

買換資産積立金の取崩 － －

別途積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △386 △386

当期純利益 340 273

当期変動額合計 △46 △112

当期末残高 3,101 2,988

自己株式

前期末残高 △1,114 △22

当期変動額

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 0 0

自己株式の消却 1,094 －

当期変動額合計 1,092 △0

当期末残高 △22 △23
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 16,570 16,521

当期変動額

剰余金の配当 △386 △386

当期純利益 340 273

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △48 △113

当期末残高 16,521 16,408

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 829 △128

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△957 197

当期変動額合計 △957 197

当期末残高 △128 68

純資産合計

前期末残高 17,399 16,393

当期変動額

剰余金の配当 △386 △386

当期純利益 340 273

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △957 197

当期変動額合計 △1,005 83

当期末残高 16,393 16,477
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【重要な会計方針】

 
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

  

原材料及び貯蔵品 個別法による原価法（貸借対照表価額は、

収益性の低下による簿価切下げの方法に

より算定） 

個別法による原価法（貸借対照表価額は、

収益性の低下による簿価切下げの方法に

より算定） 

 （会計方針の変更）

当事業年度より、「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号　

平成18年７月５日公表分）を適用して

いる。

これにより、当事業年度の営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益に与える

影響は軽微である。 

 

３．固定資産の減価償却の方

法

  

有形固定資産

（リース資産を除

く）

定率法。ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物（建物附属設備を除く）につ

いては定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

る。

建　　　　物　　２～65年

機械及び装置　　２～15年

同左

無形固定資産

（リース資産を除

く）

定額法。

なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用している。

同左

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース

取引のうち、リース取引開始日が平成20年

３月31日以前のリース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。

同左
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前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

４．引当金の計上基準   

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上してい

る。

同左

役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えるため、支出見積額

を計上することとしているが、当事業年度

は支出しないこととしたため計上してい

ない。

同左

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上している。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法により、発生し

た事業年度の翌期から費用処理し、過去勤

務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（15年）によ

る定額法により、発生した事業年度から費

用処理することとしている。

同左

　 　 （会計方針の変更）

当事業年度より、「「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その３）」（企

業会計基準第19号　平成20年７月31日）

を適用している。

なお、これによる営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益に与える影響はな

い。　

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に充てるため、内

規に基づく支出見積額を計上している。

なお、平成17年６月29日付で、役員退職慰

労金制度を廃止したため、制度廃止日に在

任している役員に対する在任期間に対応

した支出見積額を計上している。

同左

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについて、特例処理を採用してい

る。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　金利スワップ

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　同左

 ヘッジ対象　変動金利借入金 ヘッジ対象　同左

 (3）ヘッジ方針

借入金に係る金利変動リスクを低減

する目的で金利スワップ取引を利用

する方針である。

(3）ヘッジ方針

同左

６．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理の方法

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用

している。また、未収消費税等は流動資

産の「その他」に含めて表示している。

消費税等の会計処理の方法

同左

 

EDINET提出書類

東洋埠頭株式会社(E04321)

有価証券報告書

71/91



【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってい

たが、当事業年度より「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認

会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ている。

これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

に与える影響はない。

──────
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

※１．このうち次のとおり借入金の担保に供している。  

担保資産 前事業年度

 （百万円）

川崎支店所在土地 2

東京有明倉庫建物 614

博多高度化倉庫建物 479

横浜港国際流通センター倉庫建物 361

東扇島５号倉庫建物 783

川崎移動式橋型起重機 155

川崎フレッシュシステム２号棟建物 1,124

大井倉庫建物 2,156

大阪舞洲青果物倉庫建物 664

大阪支店舞洲土地 930

博多輸入青果物配送センター建物 668

川崎青果２号倉庫建物 492

東扇島冷蔵倉庫建物 －

東扇島支店所在土地 －

合計 8,435

担保付長期借入金期末残高 10,517

当事業年度 債務内容

（百万円）  

2
長期借入金

（１年以内返済予定額を含む）

574
長期借入金

（１年以内返済予定額を含む）

448
長期借入金

（１年以内返済予定額を含む）

336
長期借入金

（１年以内返済予定額を含む）

742
長期借入金

（１年以内返済予定額を含む）

128
長期借入金

（１年以内返済予定額を含む）

1,073
長期借入金

（１年以内返済予定額を含む）

2,069
長期借入金

（１年以内返済予定額を含む）

630
長期借入金

（１年以内返済予定額を含む）

930
長期借入金

（１年以内返済予定額を含む）

639
長期借入金

（１年以内返済予定額を含む）

460
長期借入金

（１年以内返済予定額を含む）

561
長期借入金

（１年以内返済予定額を含む）

452
長期借入金

（１年以内返済予定額を含む）

9,050 

9,764 

  

※２．長期借入金（１年以内返済予定額を含む）3,915百

万円の担保に1,810百万円を供している。

※２．長期借入金（１年以内返済予定額を含む）3,867百

万円の担保に2,056百万円を供している。

※３．関係会社の営業債務に対する金融機関からの債務

保証の担保として定期預金50百万円を担保に供して

いる。

※３．関係会社の営業債務に対する金融機関からの債務

保証の担保として定期預金50百万円を担保に供して

いる。

　４．保証債務

　下記会社の金融機関からの借入金及び営業債務に対

して債務保証を行なっている。

　４．保証債務

　下記会社の金融機関からの借入金に対して債務保証

を行なっている。

東永運輸㈱　　（関係会社） 58百万円

新潟東洋埠頭㈱（関係会社） 35

合計 93

新潟東洋埠頭㈱（関係会社） 31百万円

東永運輸㈱　　（関係会社） 25

合計 56

※５．関係会社に対する営業未払金が491百万円含まれて

いる。

※５．関係会社に対する営業未払金が558百万円含まれて

いる。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は19％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は81％

である。

　主要な費目及び金額は、次のとおりである。

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は19％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は81％

である。

　主要な費目及び金額は、次のとおりである。

役員報酬手当 110百万円

従業員給料手当 490

退職給付費用 47

福利厚生費 138

減価償却費 36

租税公課 72

役員報酬手当 114百万円

従業員給料手当 494

退職給付費用 66

福利厚生費 146

減価償却費 33

租税公課 65

※２．関係会社との取引に係るものが、88百万円含まれて

いる。

※２．関係会社との取引に係るものが、92百万円含まれて

いる。

　────── ※３．機械及び装置の売却によるものである。

※４．建物、機械及び装置等の除却、撤去費用である。 ※４．構築物、機械及び装置等の除却、撤去費用である。

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 5,324,621 17,378 5,230,882 111,117

合計 5,324,621 17,378 5,230,882 111,117

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加17,378株は、単元未満株式の買取りによる取得であり、減少のうち5,226,904

株は自己株式の消却、3,978株は単元未満株式の買増請求による売却である。

当事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 111,117 7,140 1,327 116,930

合計 111,117 7,140 1,327 116,930

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加7,140株は、単元未満株式の買取りによる取得であり、減少の1,327株は、単元

未満株式の買増請求による売却である。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

(ア) 有形固定資産

　事務機器（工具、器具及び備品）である。

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

(ア) 有形固定資産

同左

(イ) 無形固定資産

　ソフトウェアである。

(イ) 無形固定資産

同左

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりである。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりである。

②　リース資産の減価償却の方法

同左

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

車両運搬具 7 6 0 0
工具、器具及
び備品

146 111 0 34

無形固定資
産

92 50 － 42

合計 246 167 1 77

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

車両運搬具 4 4 0 0
工具、器具及
び備品

71 58 0 12

無形固定資
産

70 44 － 26

合計 146 106 0 39

　（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。

　（注）　　　　　　　 同左

２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 39百万円

１年超 39百万円

合計 78百万円

１年内 23百万円

１年超 16百万円

合計 39百万円

リース資産減損勘定の残高 1百万円 リース資産減損勘定の残高 0百万円

　（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

る。

　（注）　　　　　　　 同左

３．支払リース料、減価償却費相当額、リース資産減損勘

定の取崩及び減損損失

３．支払リース料、減価償却費相当額、リース資産減損勘

定の取崩及び減損損失

支払リース料 50百万円

（減価償却費相当額）     

リース資産減損勘定の取

崩

0百万円　

支払リース料 39百万円

（減価償却費相当額）     

リース資産減損勘定の取

崩

0百万円　
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前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 2百万円

合計 4百万円

１年内 1百万円

１年超 1百万円

合計 2百万円
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（有価証券関係）

前事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

当事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式161百万円、関連会社株式164百万円）は、市場価

格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載していない。

（税効果会計関係）

 
前事業年度

（平成21年３月31日）
当事業年度

（平成22年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰

延税金負債の主な発

生原因別の内訳

［繰延税金資産］  

減損損失 695百万円

退職給付引当金 600百万円

貸倒引当金 349百万円

その他有価証券評価差額金 318百万円

確定拠出年金未払金 136百万円

未払賞与 109百万円

その他 230百万円

繰延税金資産小計 2,441百万円

評価性引当額 △1,025百万円

繰延税金資産合計 1,416百万円

［繰延税金負債］  

買換資産積立金 △282百万円

退職給付信託設定益 △259百万円

その他有価証券評価差額金 △231百万円

固定資産圧縮積立金 △214百万円

繰延税金負債合計 △987百万円

繰延税金資産の純額 428百万円

［繰延税金資産］  

減損損失 657百万円

退職給付引当金 549百万円

貸倒引当金 413百万円

その他有価証券評価差額金 247百万円

確定拠出年金未払金 139百万円

未払賞与 107百万円

その他 235百万円

繰延税金資産小計 2,349百万円

評価性引当額 △1,071百万円

繰延税金資産合計 1,278百万円

［繰延税金負債］  

その他有価証券評価差額金 △294百万円

買換資産積立金 △276百万円

退職給付信託設定益 △259百万円

固定資産圧縮積立金 △212百万円

繰延税金負債合計 △1,042百万円

繰延税金資産の純額 235百万円

２．法定実効税率と税効

果会計適用後の法人

税等の負担率の差異

の主な原因別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費、受取配当金等一時差

異ではない項目
1.4％

住民税均等割 3.4％

評価性引当額の増加 1.7％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率
47.1％

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費、受取配当金等一時差

異ではない項目
1.9％

住民税均等割 3.7％

評価性引当額の増加 7.8％

その他 △0.4％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率
53.6％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．１株当たり純資産額 212.11円

２．１株当たり当期純利益金額 4.40円

１．１株当たり純資産額 213.20円

２．１株当たり当期純利益金額 3.54円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当期純利益 （百万円） 340 273

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る当期純利益 （百万円） 340 273

期中平均株式数 （千株） 77,294 77,284

（重要な後発事象）

　該当事項なし。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証

券

その他有

価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

㈱みずほフィナンシャルグループ 3,591,150 664

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,198,460 587

新立川航空機㈱ 84,030 487

豊田通商㈱ 146,521 214

㈱みずほフィナンシャルグループ

第11回第11種優先株式
200,000 200

日本紙パルプ商事㈱ 585,006 195

王子製紙㈱ 422,700 173

三井住友海上グループホールディングス

㈱
66,695 173

旭化成㈱ 256,601 129

ショーボンドホールディングス㈱ 69,400 127

東京団地倉庫㈱ 427 122

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 37,455 82

その他（58銘柄） 4,654,099 823

計 11,312,544 3,980
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産                             

建物 40,873 312 12 41,174 27,721 861 13,452

構築物 8,046 39 21 8,064 5,938 174 2,126

機械及び装置 18,006 696 283 18,420 15,122 716 3,297

車両運搬具 217 8 0 225 214 16 11

工具、器具及び備品 944 5 9 940 863 25 77

土地 8,181 － － 8,181 － － 8,181

リース資産 29 77 － 106 20 17 85

建設仮勘定 586 1,233 639 1,180 － － 1,180

有形固定資産計 76,887 2,373 967 78,294 49,880 1,810 28,413

無形固定資産                             

ソフトウェア 155 5 0 159 139 9 20

港湾等施設利用権 1,035 － － 1,035 885 12 150

その他の施設利用権 23 － － 23 8 0 15

リース資産 16 1 － 18 4 3 13

無形固定資産計 1,231 6 0 1,237 1,038 25 198

長期前払費用 953 48 － 1,001 － 19 982

　（注）当期増加額のうち主なものは次のとおりである。

 建物 香椎物流センター増改築工事 158百万円

 機械及び装置 川崎石炭異物除去及び高積設備 418百万円

 建設仮勘定 川崎私有岸壁耐震化工事 472百万円

 建設仮勘定 川崎石炭異物除去及び高積設備 277百万円

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 925 189 15 9 1,090

役員退職慰労引当金 73 － － － 73

　（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額等である。

２．貸倒引当金は流動資産と固定資産との合計金額である。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

(イ）現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 0

預金     

当座預金 9

普通預金 1,474

定期預金 250

小計 1,733

合計 1,734

(ロ）受取手形

(ⅰ）相手先別内訳

相手先名 金額（百万円）

ビーエス工運㈱ 10

古河物流㈱ 4

合計 15

(ⅱ）期日別内訳

入金期日別 平成22年４月 平成22年５月 平成22年６月 平成22年７月以降 合計

金額（百万円） 4 5 4 0 15
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(ハ）営業未収入金

(ⅰ）相手先別内訳

相手先名 金額（百万円）

関東グレーンターミナル㈱ 252

伊藤忠商事㈱ 245

住商フルーツ㈱ 161

ジェーピー共同物流㈱ 126

ＩＰＭ西本㈱ 109

その他 2,352

合計 3,248

(ⅱ）滞留別内訳

発生月 平成22年３月 平成22年２月 平成22年１月 平成21年12月以前 合計

金額（百万円） 2,142 847 171 87 3,248

比率（％） 66.0 26.1 5.3 2.7 100.0

(ⅲ）営業未収入金の回収状況並びに滞留状況

回収率（％）
 当期回収高  

88.8
 期首繰越＋当期発生高  

滞留期間（月）
 期首繰越＋期末残高

÷
当期発生高  

1.5
 ２ 12  

(ニ）原材料及び貯蔵品

区分 金額（百万円）

作業用品 136

事務用品 11

合計 148

②　流動負債

(イ）営業未払金

相手先 金額（百万円）

志布志東洋埠頭㈱ 233

関東グレーンターミナル㈱ 233

楠原輸送㈱ 222

㈱オーエスティ物流 198

全農サイロ㈱ 100

その他 1,346

合計 2,334
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(ロ）短期借入金

借入先 金額（百万円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,200

㈱みずほコーポレート銀行 1,200

農林中央金庫 450

その他 286

合計 3,136

(ハ）１年内返済予定の長期借入金

借入先 金額（百万円）

㈱みずほコーポレート銀行 958

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 958

㈱日本政策投資銀行 710

その他 959

合計 3,585

(ニ）設備関係支払手形

(ⅰ）支払先別内訳

相手先 金額（百万円）

椿本興業㈱ 181

㈱フジタ九州支店 173

日立プラント建設サービス㈱ 48

小川コンベヤ㈱ 42

㈱朝日熱学 41

その他 75

合計 562

(ⅱ）期日別内訳

支払期日別 平成22年４月 平成22年５月 平成22年６月 平成22年７月以降 合計

金額（百万円） 25 261 196 79 562
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③　固定負債

長期借入金

借入先 金額（百万円）

㈱日本政策投資銀行 4,551

㈱みずほコーポレート銀行 2,178

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2,178

第一生命保険(相) 1,000

農林中央金庫 928

明治安田生命保険(相) 500

朝日生命保険(相) 400

太陽生命保険㈱ 200

その他 20

合計 11,955

（３）【その他】

　該当事項なし。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １，０００株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

   

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取・買増手数料 無料

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他止むを得ない事由によって電子公告に

よる公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載してこれを行

なう。

株主に対する特典 なし
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はない。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第98期）（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成21年６月25日関東財務局長に提出

(2）有価証券報告書の訂正報告書

　平成21年６月22日関東財務局長に提出

　事業年度（第97期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書

(3）内部統制報告書及びその添付書類

平成21年６月25日関東財務局長に提出

(4）四半期報告書及び確認書

（第99期第１四半期）（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月13日関東財務局長に提出

（第99期第２四半期）（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月12日関東財務局長に提出

（第99期第３四半期）（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）平成22年２月12日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成21年６月25日

東洋埠頭株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 吉野　保則　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大橋　洋史　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 南山　智昭　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

東洋埠頭株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東洋埠頭

株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東洋埠頭株式会社の平成21年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成

する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、東洋埠頭株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成22年６月25日

東洋埠頭株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大橋　洋史　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 南山　智昭　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

東洋埠頭株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東洋埠頭

株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東洋埠頭株式会社の平成22年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成

する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、東洋埠頭株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成21年６月25日

東洋埠頭株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 吉野　保則　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大橋　洋史　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 南山　智昭　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

東洋埠頭株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第98期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東洋埠頭株式

会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成22年６月25日

東洋埠頭株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大橋　洋史　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 南山　智昭　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

東洋埠頭株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第99期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東洋埠頭株式

会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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